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取組施策【Ⅰ】豊かな自然でのびのび鳥取らしく生きる 鳥取＋ism 

 

１ 観光・交流、文化・スポーツ 
 

交流生み出し賑わい豊かに 

 観光振興は、交流人口の拡大を通じて地域活性化に大きな役割を果たしています。アフターコ

ロナにおける社会経済活動の活発化やインバウンド需要の回復をにらみ、多くの人々から支持さ

れる魅力ある観光地を目指して、あらゆるコンテンツや受入環境の進化に取り組みます。 

 観光業は広範な経済波及効果が見込める裾野の広さが特徴であることに加え、デジタル技術の

有効活用によって更なる発展が見込まれるほか、地域の魅力や価値の発掘・共有を通じて、ふる

さとへの誇りや愛着を育む効果も期待される産業です。 

 コロナ禍の影響で観光需要が縮小する中では、密を避けた開放的なアウトドアレジャーに注目

が集まったほか、在宅生活で楽しめるまんが・アニメ等のコンテンツの人気が一層高まりました。

海と山の美しい自然に囲まれた鳥取県には、年間通して多様なアウトドアを楽しめる恵まれた環

境があり、発展を続ける「まんが王国とっとり」は、特色あるコンテンツとして高い評価を得て

きた実績があります。 

こうした観光資源に加えて、食や温泉・文化等の様々な魅力を世界に発信し、2025年大阪･関西

万博の開催等も機としながら国内外の観光誘客の取組を一層強化すると共に、海外友好地域との

多様な相互交流を推進していきます。 

さらに、人々の活発な往来を生み出し、選ばれる観光地として発展していくための重要な要素

が、道路をはじめとするインフラの充実です。鳥取県への気軽なアクセスやスムーズな移動を実

現する交通環境の構築等、人々の豊かな交流を支える基盤整備を推進していきます。 

 

 

目指す将来の姿 

・アドベンチャー・まんが・鉄道・サイクリング・サウナ・キャンプ等の様々なコンテンツ

の魅力発信や磨き上げ、食や歴史・文化等の資源と組み合わせた誘客等の取組によって

観光入込客数の増加や地域の賑わい創出等が実現し、観光産業が県の基幹産業として大

きく成長しています。 

・心に響くおもてなしにより、来県した観光客の多くが鳥取ファンになり、リピーターと

して本県に来訪しています。鳥取県を「第２のふるさと」と思っていただける方など、

関係人口が増加しています。 

・山陰道の県内区間の全線供用や北条湯原道路等の高規格道路の供用開始によって道路ネ

ットワークが充実し、県民生活の利便性向上や地域内外との交流拡大に繋がっています。 

・航空便の新たな利用者層による搭乗者数の増加によって、首都圏・全国各地との往来が

活発化し、関係人口の増加や地域活性化に繋がっています。 

・複数の交流手段を一つのサービスとして活用できるMaaS等によって交通の便が改善し、

観光地のみならず中山間地等も含む県内全域への来訪者が増加しています。鳥取砂丘コ

ナン空港の二次交通の利便性が向上すると共に鳥取港や周辺観光地との連携等も充実

し、多くの利用者が集まる活気・賑わいの拠点となっています。 
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・県内の空港や港への国際定期便・クルーズ客船が運航され、空と海とで海外と繋がって

います。世界レベルの富裕層に向けた観光エリアが実現し、「インバウンドディスティネ

ーション Tottori」としての知名度が定着しています。 

・海外の友好交流地域との相互理解が進み、活発な往来が実現することで、経済や地域の

活性化に繋がっています。 

 

 

 

（１）観光振興 

 

取組の方向性と具体的施策 

 

１鉄道・まんが等の魅力あるコンテンツの造成や関心を高める効果的なキャンペーンの展開、豊

かな自然を活かしたアウトドアツーリズム、サイクルツーリズム等を推進し、多様な旅行ニー

ズに対応した観光誘客を推進します。 

①鳥取砂丘、山陰海岸ジオパーク、大山、氷ノ山等の自然や文化体験・アクティビティ

を楽しむアドベンチャーツーリズムや、キャンプ等のアウトドアツーリズムの推進 

②水木しげる記念館・青山剛昌ふるさと館の再整備支援、企画展開催や資料保存に係る

県立美術館等との連携推進、ラッピング列車導入等、「まんが王国とっとり」の取組を

発展させた誘客推進 

③鳥取ならではの旅情あふれる「鳥鉄の旅」をテーマとする観光素材の磨き上げ・ツア

ー造成の推進や、鉄道沿線でのおもてなし・立寄先周辺環境の充実等、県内を運行す

る列車を活用した地域の賑わい創出の推進 

④ナショナルサイクルルート指定に向けた鳥取うみなみロードの整備やサイクリスト受

入環境の充実、ウェブサイト・ＳＮＳ等を通じた情報発信やサイクリングガイドの養

成等による周遊促進 

⑤豊かな自然や温泉地、サウナ施設等を活用した「ととのう とっとりサウナ旅」の推進 

⑥「食パラダイス」を切り口としたメニュー開発や誘客促進キャンペーン、情報発信の

実施 

⑦「青谷上寺地遺跡」等の遺跡の整備・魅力発信やフォーラム等を通じた日本遺産スト

ーリーの情報発信、伝統的建造物・文化的景観の保全整備支援、温泉文化の振興等を

通じた文化財の観光活用の推進 

⑧美術館等の拠点施設や民工芸等の文化資源に係る魅力創造・発信を通じた文化観光の

推進 

⑨地域の自然・文化を活かした体験メニューの開発や民泊充実等の受入機能の強化によ

る教育旅行誘致の推進 

⑩観光誘客キャンペーンの展開、旅のスタイルの多様化に対応した個人旅行者向け誘客・

情報発信の実施、平日への施行需要の平準化の促進 

⑪鳥取県をこよなく愛する「スナバ国民」の募集を通じた観光関係人口の創出・拡大 

⑫制作会社とのマッチングや話題性の高い作品との連携等、フィルムコミッション事業

の強化によるロケ地誘致の促進 

⑬民間団体と連携した県内観光地のおもてなし点検、観光事業者等が行うおもてなし研
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修の取組支援 

 

２航空便の充実や新たな利用者層の開拓を推進すると共に、鉄道と連携した観光型 MaaS など、

旅の利便性や満足度の向上に向けた交通環境の充実に取り組みます。 

①消費や社会貢献に積極的な若年～中年層、訪日外国人、多様な働き方を行う関係人口

等の新たな航空便利用者層の開拓、閑散期・低需要便への需要誘導の推進 

②空の駅の賑わいづくり等による地元利用や県境を超えた空港利用圏域拡大の推進、鳥

取砂丘コナン空港と鳥取港のツインポートエリアの魅力発信 

③情報の一元化や電子（キャッシュレス）決済の導入、周辺観光地との新たな二次交通

構築や電子クーポンによる連携等、鳥取型 MaaS等による空港の二次交通改善・観光周

遊の促進 

④民間企業との連携による観光 MaaSを活用した観光誘客・魅力あるコンテンツ造成の推 

進 

 

 

（２）大阪・関西万博を含めたインバウンド・国際交流拡大 

 

取組の方向性と具体的施策 

 

１国際航空便・航路の運航促進や海外に向けたプロモーションの強化、クルーズ客船・貨客船寄

港に向けた誘致活動の強化、受入環境の整備等を進め、インバウンド需要の取り込みを推進し

ます。 

①海外の航空会社・船社・旅行会社への継続的な定期便再開・新規就航誘致の推進 

②海外メディアやＳＮＳ等を通じた魅力発信、航空会社・船社・旅行会社と連携したイ

ンバウンド・アウトバウンドプロモーションの推進 

③クルーズ船社・旅行会社等への継続的なクルーズ客船寄港誘致の推進 

④観光資源の高付加価値化やアドベンチャーツーリズム強化等の推進、大阪・関西万博

を契機とした外国人観光客の誘客促進 

 

２2025 年大阪・関西万博を契機とした鳥取県の魅力発信や国内外の交流推進に取り組み、多様な

分野における交流人口の拡大・地域活性化に繋げます。 

①パビリオン･催事出展を通じた国内外への魅力発信、国際交流等の推進 

②万博来場者を中心とした誘客プロモーションの展開 

③自治体交流や教育・人材育成、観光・ビジネス・学術交流等、万博の成果を活用した

多分野における交流拡大・地域活性化の推進 

 

３海外の友好地域との国際交流や国際協力を推進し、異文化交流を通じた相互理解の促進や地域

の活性化を図ります。 

①友好交流地域に係る記念行事開催や職員、留学生、青少年、専門家等の相互派遣・受

入れの実施 

②両地域で開催されるスポーツ関係イベント等への参加や民間団体・県民等による訪問
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団派遣等、多様な交流の推進 

 

 

（３）インフラ整備 

 

取組の方向性と具体的施策 

 

１高規格道路の整備促進等に取り組み、多様な交流創出や地域活性化の基盤となる交通インフラ

の充実を推進します。 

①高規格道路ミッシングリンク箇所の早期事業化や整備促進、米子・境港間の高規格道

路の事業化、暫定 2 車線区間の早期 4 車線化に向けた国等への要望・機運醸成の推進 

②山陰新幹線と中国横断新幹線の整備計画路線格上げや、並行在来線の問題など整備手

法の見直し等に向けた関係府県等と連携した国等への要望・機運醸成の推進 

 

 

 

文化芸術・スポーツで地域輝く 

 文化芸術やスポーツは、健やかで潤いに満ちた社会の形成に欠かせないものです。人々の心を

繋ぎ、安らぎや感動をもたらす文化芸術・スポーツの振興を通じて、活力あふれる心豊かな地域

づくりに取り組みます。  

 文化芸術・スポーツは、人々の健やかな心身や豊かな知性・感性・人間性を育むだけでなく、

コミュニティの活性化や新たな需要・産業の創出による経済活動の拡大等、社会的・経済的に多

様な価値を生み出す力があります。 

 コロナ禍では、感染拡大防止を目的として文化・スポーツ活動が一定の抑制を余儀なくされた

一方、こうした活動が社会の潤いや活力に不可欠なものであるとの認識も一層深まりました。 

また、麒麟獅子舞等の地域に伝わる伝統芸能は、貴重な歴史･文化を継承すると共に郷土への愛

着や共同体の一体感を育み、よりよい地域づくりを行っていく原点となり得るものです。 

令和 7 年 3 月に開館する県立美術館や大規模スポーツイベントの開催等は、県民一人ひとりが

文化芸術やスポーツの多様な魅力を身近に体感すると共に、様々な地域・国の人々との出会いや

交流を生み出し、地域の活力を高める絶好の機会となることが期待されています。 

文化・スポーツを担う人材の育成や様々な活動の再興・活性化を進めると共に、こうした機会

を有効に活用し、地域の新たな活力創造に繋げていきます。 

 

 

目指す将来の姿 

・令和 7 年 3 月の県立美術館開館により、アートを身近に感じ楽しめる環境が一層充実し

ています。生活の中で文化芸術に親しんだり、創作等の能力や技術を向上させたりする

ことを通じて、心豊かな質の高い生活が実現しています。 

・個人や集落を越えた持続的な文化財の守り手・使い手の確保が進んでいます。伝統芸能

等の活動が地域で復活・継承・発展し、地域の絆や活力へと繋がっています。 

・文化芸術活動を通じて地域の賑わい創出や愛着・誇りの醸成が進むと共に、地域内外に
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鳥取県の文化資源の魅力が認知され、さらなる交流人口の拡大に繋がっています。 

・スポーツの適地として国内外から人が集まり、大会や合宿が活発に行われています。国

内トップや世界を目指す有望なアスリートが、多様な競技で輩出されています。 

・子どもたちが地域でスポーツ活動を実施できる環境が整備され、休日の部活動の地域移

行が進むと共に、運動意欲の向上や運動の習慣化によってバランスの良い体力が身に付

いています。 

 

 

 

（１）文化・アートのまちづくり 

  

取組の方向性と具体的施策 

 

１地域伝統芸能の継承や文化芸術に親しむ機会の創出、担い手育成等を通じて、文化芸術活動の

活性化を図ります。 

①地域の伝統芸能団体等の活動発展に向けた取組支援、指導者や次代の担い手の育成 

②県展・ジュニア県展のほか、様々なコンクールや公募展を契機とした新たな才能の発

掘と育成 

③新たな文化芸術活性化及びアーティスト支援体制の創設による文化活動者の基盤強化

と担い手育成 

④市町村と連携した多様な文化芸術活動の環境づくりと人材育成 

⑤文化財の保存活用に係る研修会を通じた所有者の意識向上・情報共有の推進、保護活

動支援等による持続的な担い手確保の推進 

⑥「工芸・アート村」等の取組支援や演劇祭等の国内外の芸術鑑賞機会の提供等、アー

トを活用した地域づくり・交流拡大の推進 

 

２人とまちと共に成長する開かれた「県民立美術館」として、新たな県立美術館の整備・運営を

進め、アートを通じた学びや地域づくりを支える「未来をつくる美術館」を実現します。 

①県立美術館の開館準備の推進、優れた作品の収集及び県内外の美術館等と連携した鑑

賞機会の充実 

②全ての人に「アートを通じた学び」を広く提供する県立美術館のアート・ラーニング・

ラボ(A.L.L.)機能の充実 

 

 

（２）スポーツの振興・交流拡大 

  

取組の方向性と具体的施策 

 

１オリンピック・パラリンピックやねんりんピック、ワールドマスターズゲームズ等の大規模スポ

ーツ大会の開催も追い風に、スポーツ活動の振興や人材育成、多様な交流拡大等を推進します。 

①大規模スポーツ大会の誘致・開催や国際大会のキャンプ誘致・ホストタウン交流の推進 
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②スポーツを核とした地域活性化を図るスポーツリゾートの推進 

③日常的にスポーツ活動を行うことができる環境づくり等を通じた生涯スポーツの推進、

グラウンド・ゴルフ聖地化支援 

④ユニバーサルスポーツセンター「ノバリア」を核とした障がい者スポーツの普及促進、

指導員の育成・活用 

⑤活躍が期待されるアスリートの発掘・育成・強化支援、有望種目の競技力強化に向け

た指導人材、練習・競技環境等の充実 

⑥外部指導者やトップアスリート等も活用した子どもの体力・運動能力の向上や運動習

慣定着の推進、研修等による指導者の資質向上の推進   

⑦学校の休日部活動の地域連携・地域移行に向けた指導員・コーディネーターの配置、

地域スポーツクラブ活動のモデル創出の推進 

 

 

（３）ねんりんピックを機とした地域活性化・健康づくり 

  

取組の方向性と具体的施策 

 

１2024（令和 6）年開催のねんりんピック鳥取大会を通じて、県民が地域を誇りに思う機運を醸

成すると共に、開催の成果を活かし、多様な関係人口の創出や観光振興・経済活性化等に繋げ

ます。 

①県民による鳥取らしいおもてなしの企画・実践及び体験や活力の継承、大会参画を通

じた郷土愛の育成 

②スポーツと食・観光周遊等を合わせたスポーツツーリズムの推進 

③高齢者のスポーツ参加や健康づくりの意識の醸成・生きがいの発揚、誰もがスポーツ

に親しむ環境づくりの促進 

 

 

 

 
取組に関連するＳＤＧｓのゴール 
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２ 農林水産業 
 

強い農林水産業で食の魅力を世界へ 

 豊かな自然がもたらす恵みは鳥取県の宝であり、農林水産業は地域の食や生活を支えるだけで

なく、県土保全や水源涵養、伝統文化の継承等の多面的な役割を果たしています。農林水産業の

活力を高め、豊かな食の魅力を世界に発信し、成長産業への転換を強力に推進していきます。 

 農林水産業は、グローバル市場の拡大や自然災害の増加、気候変動による影響、従事者の減少・

高齢化といった多様な課題を抱えつつも、デジタル技術の導入による生産性向上や農商工連携、

海外展開も含めた更なる販路拡大等の取組を通じ、大きな飛躍が期待される産業です。 

 テクノロジーとデータ活用で効果的・効率的な経営を実現するスマート農林漁業の実践や、産

地ブランド化による競争力・付加価値の向上、供給力を高める環境整備等に取り組むと共に、伝

染病等へのリスク対策を推進し、生産力・収益力の強化と経営の安定化を支援します。 

あわせて、若者や移住者等の多様な新規就農者の拡大に取り組み、次代の担い手育成を推進す

ると共に、様々な形で人々が農林水産業に親しむ機会を創出します。 

松葉ガニや鳥取和牛、砂丘らっきょうや二十世紀梨をはじめ、鳥取県には世界に誇れる豊かな

海の幸、山の幸が溢れています。 

こうした食材や食文化の魅力を生産者や関係事業者と共に磨き上げ、国内外の販路拡大や観光

誘客等、あらゆる経済好循環に繋げていきます。 

 

 

目指す将来の姿 

・スマート農業の導入によってデータ利活用等の作業効率化が普及しているほか、県産米

の品質向上や高収益品目の生産環境整備等が進み、農業産出額や農業所得の向上、多様

な担い手の増加に繋がっています。 

・農業水利施設の適切な維持管理や長寿命化対策への理解が進んでいます。 

・農業従事者の確保によって主要品目の産地が維持され、守るべき農地が適切に維持管理

されています。 

・生産現場における化学肥料・化学農薬の使用抑制や家畜排せつ物の有効活用等により、

有機・特別栽培面積が拡大しています。 

・枝肉も含めて高値で取引される和牛子牛が増産され、「和牛王国とっとり」ブランドが確

立しています。 

・持続可能な酪農経営が実現し、全国に誇る白バラ牛乳ブランドが確立しています。 

・農場における高病原性鳥インフルエンザや豚熱等の発生が抑止され、ウイルスの早期封

じ込め等の初動防疫体制が確立されています。 

・戦略的視点を持つ事業体による持続的な森林経営が実現し、労働者の技術・技能向上や

労働安全環境の整備、新規就労者の確保・定着が進んでいます。 

・県産材の流通効率化によって生産が拡大すると共に、木材製品の需要量増加に対応でき

る安定供給体制が整備されています。 

・原木しいたけの新品種の導入や新たなきのこの生産・販売体制の整備等により、食用及

び薬用きのこの生産量・生産額が増加しています。 
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・カニのブランド化の推進により、沖合底びき網漁業が活性化しています。共同利用施設

の整備やスマート漁業等による操業効率化、担い手確保等による漁獲量維持と経営安定

化が実現しています。 

・養殖や蓄養の生産量が増大し、経営能力の強化や水産物の安定供給に繋がっています。 

・河川環境の改善と内水面漁業資源の増加により内水面漁業が活性化すると共に、遊漁者

が増加する等交流人口が拡大しています。 

・全国トップクラスの高度衛生管理市場の整備による高鮮度水産物流通が実現し、安心・

安全による水産物のブランド化が進んでいます。 

・県産食材のトップブランド化によって、食で人を呼び込むことのできる鳥取県が実現し、

生産農業所得が向上しています。 

・生産・製造・販売・観光・飲食業界が一丸となって「食パラダイス鳥取県」を推進し、

国内外への食の魅力発信や誘客・販路開拓を通じて「食」による付加価値が向上してい

ます。 

 

 

 

（１）付加価値の高い農林水産業 

  

取組の方向性と具体的施策 

 

１生産基盤の整備や品種開発、産地強化等を推進すると共に、スマート農業の導入による経営改

善を進め、農業生産力の強化に取り組みます。 

①意欲的な地域・農業者等の取組支援、農林水産業を学ぶ高等学校と農業大学校・鳥取

大学等の連携による「スーパー農林水産業士制度」を通じた高度人材の育成 

②試験場等による品種開発及び特許・商標等の取得・維持管理の推進 

③スマート農業の実践に係る農業機械等導入支援、研修等によるスマート農業技術に通

じた人材育成、スマート農業機械等を活用した生産モデル実証支援 

④「星空舞」ブランド化推進協議会を中心とした、県オリジナルブランド米「星空舞」

のブランド確立に向けた体制整備 

⑤「鳥取型低コストハウス」の拡大や機械化・省力化の推進、技術確立支援等を通じた

主力園芸品目の生産性向上、梨等の高収益品目に係る園芸団地の整備支援 

⑥デジタル技術を活用した、ため池や農業水利施設の監視体制の構築、長寿命化対策の

推進 

⑦鳥獣被害の対策に向けた侵入防止柵設置等支援、捕獲奨励金の交付、猟友会等の活動

支援・狩猟者の確保育成等を通じた個体数削減、隣接県と連携した広域的な取組の推

進 

⑧生産の効率化に向けた担い手農家への農地の集積・集約化による経営力強化の推進 

 

２農業生産に携わる多様な人材の確保を推進し、新規就農を技術面・経営面でサポートすること

によって農業労働力の維持・拡大に繋げます。 

①季節的に集中する労働力不足の解消に向けた「農業人材紹介センター」の設置運営支援 
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②住環境整備支援等を通じた外国人材の受入れ推進 

③技術研修や機械整備、生活安定等、新規就農に係る一元的・総合的な支援の実施 

④雇用就農の促進や雇用者の早期育成支援、産地による主体的な後継者育成・確保の取

組推進 

 

３生産者と販売業者、地域関係者の連携による環境にやさしい農業を推進し、持続可能な食料シ

ステムの構築に取り組みます。 

①鳥取県みどりの食料システム戦略基本計画に基づく技術開発や人材育成、地域のネッ

トワーク構築等の生産現場の環境づくり推進 

②生産者と販売者のマッチング機会の提供や生産者の販売促進活動支援等を通じた販路

確保支援 

③環境負荷軽減への取組 PR や地産地消活動の推進等、消費者等の理解促進に向けた取組

の推進 

 

４和牛肉質日本一の奪還に向けた高品質化や生産体制の強化を推進すると共に、自給飼料増産・

生産性向上等を通じて畜産経営基盤の強靱化に取り組みます。 

①高精度遺伝子分析等を通じた優秀な候補牛の確保による新たな種雄牛の造成、新技術

も活用した和牛増産の推進 

②脂肪の量・質のほかに赤みの美味しさを加えた新たな和牛肉評価基準手法の創造、簡

易測定器の開発実用化の推進 

③豆乳おから等を活用した代替飼料の実証、自給飼料の増産に向けた土壌分析・機械整

備等支援 

④生産性向上や省力化等に向けた施設・機械整備等支援 

⑤後継者不足の事業者について第三者継承事業を活用した事業継承の推進 

 

５高病原性鳥インフルエンザや豚熱等の家畜伝染病に対するリスク対策を徹底し、畜産物供給の

安定化を図ります。 

①家畜保健衛生所による個々の農場の点検・指導の実施 

②発生を想定した初動防疫計画の見直し・点検、家畜保健衛生所の機能強化の推進 

 

６スマート林業による生産性向上を推進すると共に、林業従事者の確保・育成や技術・安全意識

の向上に取り組み、持続可能な森林経営の確立を目指します。 

①レーザ航測、ドローン等のデジタル技術やビッグデータを活用したスマート林業によ

る省力化・効率化の実践推進 

②放置森林の適正管理に向けた新たな森林管理システムの推進 

③研修を通じた林業経営者・従事者の安全意識・技能向上の推進、伐木チャンピオンシ

ップ等を通じた若手従事者等の安全意識・伐倒技術向上支援 

④高性能機械やデジタル技術の導入等による魅力ある職場環境づくりの推進、若者やIJU

ターン希望者等への情報発信やインターンシップ等を通じた新規就業者の確保推進 

⑤OJT 研修や資格取得支援等による就業者の育成、安定的な就労環境の確保と定着率向

上、林業事業体の「森林施業プランナー」の育成・能力向上 
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７県産材の生産・利用拡大に向けた需要開拓やデジタル技術を活用したサプライチェーンの構築

等に取り組むと共に、特用林産物の生産・ブランド強化を推進します。 

①県産材の利用促進に向け、川上（山）から川下（建築）までの需給をデジタル技術で

繋ぐ「県産材サプライチェーン」の構築推進 

②生産能力強化に向けた林道等路網整備の推進、木材加工施設等の整備促進、高性能林

業機械等の導入支援 

③県外大消費地での展示会出展や付加価値の高い内装材・家具の輸出、建設物の木質内

装化や木造化・設計技術者育成等、県外・海外･非住宅分野における需要開拓の推進 

④「とっとり住まいる支援事業」を通じた木造住宅の建設への県産材の活用推進、県産

材を活用した住まいの良さをＰＲする工務店の取組やイベント開催への支援 

⑤利用拡大と魅力発信に向けた公共建築物及び公共工事における県産材の利用推進 

⑥ブランド生椎茸の生産・販売体制整備の推進・品種開発支援、生産者の育成・確保、

新たな食用及び薬用きのこの安定供給に向けた生産環境整備・販路開拓の推進 

 

８スマート漁業の推進や従事者の確保・育成、地域資源を活かした多様な海業の展開及び徹底し

た資源管理による持続可能な漁業の推進等を通じて、漁業経営の振興や漁村地域の活性化に取

り組みます。 

①主幹漁業である沖合底びき網漁船の更新等を通じた生産体制維持、主要水産産地の共

同使用施設整備事業等による生産体制強化の推進 

②ICT を活用して水温、潮流、水質等の情報の収集提供を行うスマート漁業の推進によ

る生産性向上、省エネ機関・機器の導入や借入金利子助成等を通じた経営安定化支援 

③後継者の育成や受入体制の拡充・経済的負担軽減等を通じた新規就業者の確保推進 

④新たな養殖技術の普及に向けた相談対応・巡回指導等の実施、生産性向上や生産量の

増大、施設・機器整備の導入等、経営強化に係る取組支援 

⑤栽培漁業の推進による水産資源の安全供給、将来の漁業者に豊かな漁場を残す資源管

理の取組を通じた持続可能な漁業の支援 

⑥河川環境の改善等を通じた内水面漁業資源の増加、多くの人が水や魚に親しむ機会の

創出 

⑦複数の漁法を活用する複合漁業や、地域資源の価値や魅力を活かした海業への取組促 

進 

 

９県産水産物の魅力発信を推進すると共に、高度衛生管理体制の確立、生産現場における冷凍保

管能力の確保による水産物の安定供給と高付加価値化を推進します。 

①境漁港における高度衛生管理型市場の整備・運用 

②高鮮度水産物の安定出荷に向けた生産現場における冷凍冷蔵保管能力の向上 

 

 

（２）食パラダイスの推進 

  

取組の方向性と具体的施策 
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１鳥取和牛や松葉がに等の高品質な県産食材のトップブランド化を推進し、国内外への魅力発信

を通じて、認知度の向上や販路多様化を推進します。 

①イベント開催等を通じた国内外における県産食材の認知度向上・販売促進 

②メディア、レストラン等との連携による、鳥取和牛・五輝星・新甘泉・輝太郎等の高

品質県産食材のトップブランド化推進 

 

２「食パラダイス鳥取県」推進の趣旨に賛同する生産・製造・販売・観光・飲食業関係者等との

連携を通して「食パラダイス鳥取県」の実現に取り組みます。 

①豊かな食の魅力の磨き上げや世界に誇るべき県産農林水産物の国内外への発信による

幅広い層の誘客促進・販路拡大 

②県民自らが行う県内各地の食の魅力を発信する取組の促進 

③地産地消月間の設定等による普及啓発・機運醸成、学校給食における県産食材の積極

利用に向けた環境整備 

 

 

 

 
取組に関連するＳＤＧｓのゴール 
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３ エコスタイル 
 

人と自然が調和した持続可能な社会 

 全ての人間活動の土台を支えているのは地球環境であり、環境の持続可能性なくしては社会の

安定も経済の発展も成り立ちません。鳥取県の誇りである恵み豊かな自然環境を守り、未来へ引

き継いでいくことを目指して、全国をリードする環境イニシアティブの実践に取り組みます。 

 気候変動や環境保護に関する危機意識の高まりを背景に、アフターコロナの社会をより環境に

配慮した形で再構築するグリーンリカバリーの動きが世界的に加速し、環境対策に係る投資やイ

ノベーションは新たな成長に向けた原動力となっています。 

 鳥取県では、これまでも環境と調和した社会づくりを県下一丸となって推進し、再生可能エネ

ルギーの需要電力量に対する割合や廃棄物リサイクル率が全国トップレベルに到達する等、高い

実績を上げてきました。 

こうした取組をさらに進化させ、脱炭素社会に向けた温室効果ガスの排出抑制・吸収源対策や

循環経済（サーキュラーエコノミー）への転換、豊かな生態系を支える生物多様性保全等の取組

を一層推進していきます。 

また、人々が豊かな自然に親しむ機会を創出し、持続可能な社会に向けた意識・行動に繋げて

いきます。 

 

 

目指す将来の姿 

・快適に賢く暮らすライフスタイル・消費行動への転換やエネルギーの地産地消、企業に

おける環境配慮経営の定着等が進み、2050 年温室効果ガス実質排出量ゼロの「脱炭素社

会の実現」に向けた取組が着実に進んでいます。 

・新築・リフォームの両面から「とっとり健康省エネ住宅」が普及し、家庭の消費エネル

ギーの大幅な削減が進むと共に、夏も冬も快適に過ごすことのできる健康的な住環境が

実現しています。 

・中小企業においても CO2 排出量の可視化や削減に取り組む企業が増加しています。生産

性向上を通じて、環境に優しい製造業のモデルが実現しています。 

・ガソリン車から電動車（HV・EV･PHV）への転換が着実に進み、自動車由来の CO2 が削

減されています。 

・港湾や空港の脱炭素化の目標達成に向けた取組が着実に進んでいます。県内公共施設等

における LED 照明の導入が進み、建物の省エネルギー化が加速しています。 

・つくる側 （生産者）とつかう側 （消費者）がそれぞれ責任を持って循環の輪に参加し、

地域内で資源の好循環が生まれています。地域の実情に応じた分別収集によってごみの

排出量が減少すると共に廃棄物が適正に処理され、快適な生活環境が確保されています。 

・プラスチックに係る代替品への切替えやワンウェイ製品の削減が進み、プラスチックご

みの排出量や海洋環境等への影響が低減しています。 

・県内で自然共生サイトの認定が進み、保護地域が拡大しています。保全団体等の主体的

な活動によって生物多様性の回復・保全が進み、野生生物の安定的な存続と地域社会の

健全な発展が両立しています。 

・全国随一の美しい星空環境が保全され、環境教育や観光振興等、星空環境を活用した地
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域振興の取組が拡大しています。 

・自然公園や自然遺産等が適切に保護・保全されると共に、観光や教育、地域活性化等の

様々な面での利活用が広がり、年間を通して多くの人々で賑わっています。 

・県民・事業者・行政等の多様な主体によって緑を守り育てる活動が行われ、自然環境の

持つ多様な機能をインフラ等に活かしたまちづくりが進められています。 

・県内各地に皆伐再造林が広がり、伐って植えて育てる健全なサイクルが定着しています。

県民参加の森づくり活動によって豊かな森林が育まれると共に、カーボンオフセットを

活用した CO2 吸収源対策が広がっています。 

・ウニの駆除や藻場回復の取組によって多種多様な水産資源を育む環境が保全・再生され、

カーボンクレジット化の取組を通じてアワビ、サザエ等の磯根資源が増大しています。 

・関係機関と連携した適切な水門操作や水質保全対策、生活排水処理施設の整備等を通じ

て、湖沼の自然浄化機能の回復や汚濁負荷量の削減が進み、水質が改善しています。 

・上下水道の広域化・共同化に向けた具体的な検討や市町村間の合意形成が着実に進み、

持続可能な事業体制の構築が進んでいます。 

 

 

 

（１）脱炭素・循環型社会 

  

取組の方向性と具体的施策 

 

１環境に配慮したライフスタイル・企業経営の展開や再生可能エネルギーの効果的な導入、交通・

建物の省エネルギー化等の取組を進め、脱炭素社会の実現を推進します。 

①「とっとり健康省エネ住宅（ＮＥ－ＳＴ）」の拡大に向けた普及の推進、既存住宅の省

エネ改修「とっとり健康省エネ改修住宅（ＲｅＮＥ－ＳＴ）」の普及啓発 

②鳥取スタイルＰＰＡ等による太陽光発電や地域の小水力発電等、地産地消型の再生可

能エネルギーの導入推進 

③省エネ診断の拡大や省エネ設備の導入支援、ＣＯ２排出量の可視化や低炭素型商品の

販売促進支援等を通じた企業の脱炭素経営の推進 

④製造現場のＣＯ２排出削減に向けたスマートファクトリー化の推進、ＴＰＳ等の生産

性改善手法の普及による、生産性向上を通じた脱炭素化の推進 

⑤サプライチェーンの脱炭素化に向けて再エネ電源を求めている企業を対象とした、再

エネ電源の開発・供給による県内誘致活動の推進 

⑥県や企業におけるＥＶ等電動車の導入推進、充電器空白エリアや県有施設における充

電環境整備の充実 

⑦運輸部門のＣＯ₂排出削減に向けた再配達削減（共同置き配、置き配ＢＯＸ設置等）の

推進 

⑧鳥取港及び鳥取砂丘コナン空港の省エネ・再エネ導入等の脱炭素化の取組推進 

⑨県有施設の将来的なＺＥＢ化に向けた省エネ設備の導入推進 

⑩民間建築物の新築・改修におけるＺＥＢ化の推進 
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２消費者・事業者による資源の効率的・循環的な利用を図りつつ、付加価値の最大化を図る循環

経済への移行を促進します。 

①廃棄物の抑制やリサイクルを前提とした商品設計、プラスチック資源のアップサイク

ルによる資源循環等、新たな循環経済の仕組みづくりに取り組む事業者への支援 

②プラスチック・フィッシング、とっとりプロギング等を通じたプラスチックごみ問題

の啓発、行動変容の推進 

③市町村によるプラスチックごみ削減に向けた分別収集・リサイクル等の取組支援 

④フードドライブや「3010運動」の拡大等を通じた食品ロスの削減推進 

⑤事業者による産業廃棄物の排出抑制・リサイクルの推進、廃棄物系バイオマスの肥料

化等、地域資源の活用 

 

 

（２）生物多様性・自然環境保全 

  

取組の方向性と具体的施策 

 

１希少野生動植物の保全や外来種の防除等を進め、自然と共生したネイチャーポジティブ（生物

多様性の損失防止・回復）の実現に取り組みます。 

①自然共生サイトに係る候補地と保全団体のマッチング推進、認定申請・保全活動等支

援及び県民向け普及啓発の実施 

②とっとり生物多様性推進センターによる希少野生動植物保全や外来種防除への支援、

外来種対策に向けた実態調査の実施 

③自然環境が有する生物の生息の場、気温上昇の抑制など多様な機能を活用するグリー

ンインフラの導入推進 

④開発時における希少動植物の生息地保全、生物多様性オフセット等による生態系保護

の推進 

⑤野生鳥獣（イノシシ・ニホンジカ・ツキノワグマ）の生息状況調査による適正な個体

数管理の実施、カワウも含む被害防止対策の推進 

⑥免許取得経費支援等を通じた狩猟者の確保、ハンター養成スクール等の指導による技

術向上の推進 

 

２自然公園等の保全整備や適切な利用環境の構築、緑化活動の推進や美しい星空環境の創造等、

豊かな自然環境の保全と利活用を進めます。 

①国立公園満喫プロジェクト等による自然公園等の施設・登山道等整備、資材運搬ボラ

ンティア・大山入山協力金制度の活用等を通じた持続可能な保全・利活用の推進 

②鳥取砂丘の保全・再生と適正な利活用の推進 

③山陰海岸ジオパークエリアの活性化・誘客強化に向けた国・関係自治体の連携体制強

化、拠点エリアの磨き上げや情報発信等の充実、文化・歴史を織り交ぜた体験型学習

や自然体験等のアクティビティの推進 

④植花や芝生化等の地域緑化活動に関する普及啓発・取組支援 

⑤星空鑑賞の魅力発信や「星空案内人」の育成、光害抑制に係る普及啓発、星空保全地

域・星空ビュースポット周辺や県有施設における光害防止型屋外照明の導入推進 
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３森林の適切な管理を通じた二酸化炭素吸収量の拡大や「カーボン・オフセット」の活用等によ

る脱炭素化を推進すると共に、環境教育や企業・ＮＰＯと連携した取組等を通じて県民参加の

森づくり活動を推進します。 

①間伐と皆伐再造林による森林の健全化・若返りの推進、ＣＯ２吸収量の確保・強化 

②侵入防止柵の設置・管理の効率化や捕獲効率の向上等によるシカ食害対策の推進 

③県有林におけるＪ－クレジット認証モデル事業の普及、県内森林Ｊ－クレジットの販売促進 

④森林の重要性や木材利用の意義を伝える啓発活動等の推進、森林の多面的機能の発揮

に繋がる里山整備や森林体験・保全活動等への支援、とっとり共生の森への企業等の

参画促進 

 

４沿岸域におけるブルーカーボン生態系の維持・回復に取り組み、カーボンクレジット化による

有効活用を進めます。 

①ムラサキウニの駆除・有効活用等を通じた豊かな藻場再生・水産資源回復の推進 

②海藻のＣＯ２吸収の数値化・カーボンクレジット化の取組推進、藻場造成活動への活用促進 

 

 

（３）水環境整備 

  

取組の方向性と具体的施策 

 

１河川・湖沼の水質汚濁を抑制すると共に、生活排水処理施設の整備・普及等に取り組み、安心

して暮らすことのできる豊かな水環境づくりを推進します。 

①デジタル技術を活用した水門管理の最適化による水質管理の向上、気候変動影響等の

各種調査研究等を通じた水質保全対策の推進 

②生活排水処理施設の整備・普及・規模最適化等の推進 

 

２将来を見据えた持続可能な上下水道事業の構築を目指し、事業の広域化・共同化に向けた取り

組みを進めます。 

①市町村間の上下水道事業の広域化・共同化検討の促進 

②企業会計の適用等による経営状況可視化の推進 

 

 

 

 
取組に関連するＳＤＧｓのゴール 
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重要業績評価指標（KPI） 

 

項目 策定時 目標 

年間観光入込客数 795 万人（R4） 1,100 万人 

訪日外国人宿泊者数  12,400 人（R4） 30 万人 

高規格幹線道路の整備率 80.2%（R4） 88.0% 

県立美術館の年間利用者数 ― 20 万人 

成人のスポーツ実施率（週１回以上） 51%（R5） 65% 

農業産出額  745 億円（R4） 900 億円 

「星空舞」作付面積 1,309ha（R4） 3,000ha 

「新甘泉」作付面積 140ha（R4） 150ha 

和子牛生産頭数 4,008 頭（R4） 4,200 頭 

素材（木材）生産量 28.8 万㎥（R3） 40 万㎥ 

養殖による水揚げ量 1,739t（R4） 3,000t 

「食パラダイス鳥取県アンバサダー」登録件数 450 件（R5.10 月） 1,000 件 

需要電力における再生可能エネルギーの割合 41.3％（R4） 50％ 

自然共生サイトの認定件数 ２件（R5.10 月） 12 件 

皆伐再造林面積 68ha (R4) 150ha 
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取組施策【Ⅱ】人々の絆が結ばれた鳥取のまちに住む 鳥取＋住む 

 

１ 出会い・子育て 
 

日本一子育てしやすい「シン・子育て王国」へ 

 子どもは地域の宝であり、未来を担うかけがえのない存在です。全ての子どもが伸び伸びと育

ち、結婚・子育てに夢や希望が持てる社会づくりに向けて、子育て世代の負担軽減や社会全体で

子育てを支える環境づくり等に取り組みます。 

 少子化は国や地域の未来を左右する重要な課題であり、コロナ禍における婚姻数の減少は、将

来的な出生数減少をさらに加速させることが懸念されています。 

 希望する人誰もが結婚の望みを叶え、未来を担う子どもたちが幸せに誕生し、大切に慈しまれ

る社会こそが、地域の活力と持続可能性の要であり、私たちが最も注力すべき課題であることは

疑いありません。 

結婚を望む人々の出会いや成婚をきめ細かくサポートすると共に、妊娠・出産・育児に関する

様々な不安や困難に寄り添い、切れ目の無い支援を展開することによって、子育て世代の一層の

負担軽減に取り組みます。さらに、地域全体でこうした取組を支え、後押しする環境づくりを一

層推進し、結婚・子育てに夢や希望を感じられる社会を実現します。 

また、当事者である子どもたちの心に向き合い、子ども自身の意見や利益を第一に考えた取組

を展開すると共に、あらゆる困難を抱える子どもたちに光をあて、誰一人取り残すことなく守り

育んでいきます。 

 

 

目指す将来の姿 

・子どもたちの意見を取り入れた施策や子育て当事者のニーズに沿った体系的な施策が展

開され、鳥取県が「シン・子育て王国とっとり」へと発展しています。 

・出産や子育てに関する経済的・精神的・身体的負担が軽減されると共に、仕事と子育て

が両立できる環境が整備され、地域において誰もが安心して出産・子育てを行うことが

できています。 

・必要な人に適切な産後ケアが提供され、全ての市町村において、母子保健と児童福祉の

一体化による切れ目のない総合的な子ども支援体制が整備されています。 

・子どもたちが安心して生活できる社会のもと、心身ともに健やかに成長し、様々なこと

に伸び伸びと挑戦し、体験を積むことのできる保育・幼児教育、地域の環境が整えられ

ています。 

・多様な出会いの場の創出やサポート体制の充実により、結婚を望む人が、自ら望む形で

出会い、結婚することができています。 

・支援の充実により、経済的理由で不妊治療を諦めることがなくなっています。職場等の

理解が進み、治療と仕事の両立がしやすい環境が整っています。 

・障がい児・医療的ケア児の在宅生活や通院等移動支援に係る人材育成・仕組みづくりが

総合的に推進され、児童や家族が地域で安心して生活できる環境が構築されています。 

・障がい児通所施設と児童発達支援センター等の連携による全県的な支援体制が確保さ
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れ、発達障がい児や疑いのある児童、その保護者の地域生活を支えています。 

・次代の社会を担う全ての子どもが、自立した個人として等しく健やかに成長することが

でき、心身の状況や置かれている環境等にかかわらず、その権利の擁護が図られ、将来

にわたって幸福な生活を送ることができています。 

・希望する子どもが皆、安心して子ども食堂や第三の居場所を利用できる環境が整ってい

ます。 

・ひとり親家庭等の自立した生活が確保されると共に、世代間の貧困の連鎖が解消され、

全ての子どもが健やかに育つことのできる社会が実現しています。 

・ヤングケアラーに関する社会全体の理解が進み、十分な支援体制が整備されています。 

・社会的養護の専門機関相互の連携が強化されると共に、子どもが権利の主体となって意

見表明を行うことをサポートする子どもアドボカシーの仕組みが整っています。 

 

 

 

（１）妊娠・出産・子育て支援 

 

取組の方向性と具体的施策 

 

１不妊治療に係る経済的負担の軽減や妊娠に関する相談支援の充実等、子どもを持ちたいと願う

人への支援に取り組みます。 

①保険外併用で実施される先進医療や全額自費診療として行われる治療費への支援、保

険適用効果の検証や保険適用外治療費の負担軽減に係る国への要望 

②企業等に向けた不妊治療と仕事の両立がしやすい環境整備の啓発 

 

２出産・育児等に係る経済的負担の軽減や身体的・精神的ケアを推進し、安心して子どもを産み

育てることのできる環境づくりに取り組みます。 

①市町村等との連携による子ども医療費の完全無償化、保育料軽減の実施 

②私立中学生・高校生等への就学支援金や授業料等の減免助成制度による教育費負担の

軽減 

③産後ケア施設の充実に向けた施設・設備整備等支援、市町村と連携した産後ケアの利

用料無償化・受入先確保の促進 

④ひとり親家庭等の安定した生活に向けた、子育て・就業・養育費確保等の多面的支援

の展開 

⑤市町村による児童・妊産婦への包括的な支援を行う「こども家庭センター」の設置促  

進 

⑥地域人材を活用した子育て世帯の居場所・遊び場づくり等の推進 

 

３保育士の人材確保や保育所等におけるソフト・ハード両面の体制整備を支援し、多様なニーズ

に応える安全安心な保育環境の充実に取り組みます。 

①「保育士・保育所支援センター」における潜在保育士や学生の就職支援等を通じた保

育人材確保の推進 
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②特別保育や病児保育に係る運営・施設整備支援等、多様なニーズに沿った保育サービ

スの充実推進 

③放課後児童クラブ等の充実に向けた運営・施設整備支援 

④研修・実地監査等を通じた保育施設等の安全管理の推進 

 

４子どもの豊かな人間性の醸成や学びの基礎づくりとして、幼児教育・保育における活動の工夫

や体験の充実に取り組みます。 

①自然体験活動や県産材を利用したおもちゃの活用等、鳥取の豊かな自然や資源を生か

した幼児教育・保育の普及推進 

②保育者等を対象とした研修や各施設への訪問指導の充実による幼児教育・保育の質の向上 

 

 

（２）地域で支える出会い・結婚・子育て 

 

取組の方向性と具体的施策 

 

１子どもの最善の利益の実現を目指し、当事者である子どもや若者の意見を踏まえた子ども政策

を進めます。 

①学校等と連携した出前公聴会や子どもフォーラムの開催等を通じた子どもの意見聴取 

②子ども専用のウェブサイトやＳＮＳ等を活用した子ども・若者の意見募集 

③これまでの施策等の検証や、子どもや子育て当事者・若者等の意見・提言を反映した

「シン・子育て王国とっとり計画」の策定及び進捗管理 

 

２地域や社会全体で「こどもまんなか」の機運を高める「シン・子育て王国とっとり運動」に、

官民一体となって取り組みます。 

①こどもまんなか応援サポーター宣言（「こどもまんなか」の趣旨に賛同し、自らが考え

る行動を実行の上、ＳＮＳ等で情報発信する取組）の拡大 

②こどもファスト・トラック（子ども連れや妊娠中の人が長時間並ばずに入場できる優

先窓口を設置する取組）や子育て応援駐車場（妊娠中の人や乳幼児を連れた人が駐車

時に安心して乗り降りできるよう優先駐車スペースを設置する取組）の拡大 

③子ども・子育てにやさしい社会づくりや子育て支援策の充実に向けた、子ども・若者、

子育て中の人など当事者からの意見聴取 

④とっとり子育てプレミアムパートナーの登録・優良事例の拡大、男性の育児休業取得

等促進 

 

３市町村や企業、関係団体等と協力して結婚を希望する人へのサポートを充実させ、婚姻率の向

上に繋げます。 

①「縁結びナビゲーター」の活動充実やデジタル技術等を活用した「えんトリー」の機

能強化・登録促進による結婚支援の充実 

②民間マッチングアプリとの連携やメタバース等のオンライン空間を活用したイベント

開催、民間企業・団体のイベント開催支援等を通じた多様な出会いの場の創出 

③出会い・結婚支援への機運醸成に向けたキャンペーンの展開 
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４産業界と連携した仕事と育児の両立支援や男性の育児休業の取得促進等、子育て世代が生き生

きと働くことのできる社会づくりに取り組みます。 

①子育て支援・少子化対策に取り組む企業・団体を対象とした「とっとり子育てプレミ

アムパートナー」の登録、情報発信や表彰制度等を通じた優良事例の横展開の推進 

②子育てに係る固定的な慣習や性別役割分担意識の改善啓発 

③男女共同参画推進企業や「イクボス」「ファミボス」の拡大による、家庭と仕事の両立

が可能な職場環境づくりの推進、男性の育児休業取得率の向上 

 

 

（３）子どもの福祉・権利保護 

 

取組の方向性と具体的施策 

 

１疾病・障がいのある子どものケアやサポートを充実させ、医療・福祉・教育等の関係機関が連

携して子ども・家族の地域生活を支えます。 

①医療的ケア児等支援センターと医療的ケア児コーディネーターの連携体制の強化 

②医療的ケア児の在宅生活支援に関わる医療人材の育成、支援に対応した訪問看護ステ

ーションの拡大、事業所への送迎研修や福祉車両導入支援等を通じた通院等移動支援

の実施 

③重度障がい児者の医療型ショートステイ事業の充実 

④研修等を通じた発達障がい児の保育・療育に関わる人材の育成・資質向上、児童発達

支援センターによる保育所等と連携した支援機能強化の推進 

 

２子どもの権利擁護や社会的養育体制の強化に取り組むと共に、様々な困難を抱える子どもの支

援・居場所づくり等を推進し、全ての子どもの健やかな育ちを支えます。 

①児童相談所の業務の ICT 化、児童養護施設等との情報共有強化の推進 

②児童相談所が関わる子どもに係る意見表明支援、権利救済を含む子どもの権利擁護制

度の構築 

③市町村との連携やとっとり子どもの居場所ネットワーク「えんたく」の活動等を通じ

た子ども食堂・第三の居場所づくりへの支援 

④ヤングケアラーに対する相談支援の充実、関係機関が連携した支援の実施、当事者同

士のつながりの場の提供 

 

 

 

 
取組に関連するＳＤＧｓのゴール 
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２ 人財とっとり 
 

智をひらく豊かな学び 

 人生の可能性を広げ、より良い社会の礎を築くのは、学びの力です。未来を担う子どもたちの

多様な能力と人間性を育み、知性や教養・人格を兼ね備えた人材を育成すると共に、全ての人が

生涯を通じて学びの機会を得ることができる、心豊かな地域づくりを推進します。 

 人口減少やグローバル化・デジタル化による社会構造の変化が進む中、新興感染症がもたらし

たパラダイムシフトや国際情勢の不安定化等を背景に、世界はますます予測困難な時代を迎えて

います。 

こうした時代を生き抜くために必要となるのは、多様な変化や課題と真摯に向き合い、他者と

協働しながら、より良い社会の形成に向けて考え、行動できる力に他なりません。 

未来に向けて自らの力で道を切り拓き、世界に羽ばたくことのできる人材の育成を目指して、

子どもたちの豊かな学びを支えると共に、疾病・障がいのある子どもや不登校の児童生徒、義務

教育未修了者など、あらゆるニーズに応じた多様な学びを支援していきます。 

 また、学びは子どもたちのものだけではありません。学ぶことは年齢にかかわりなく人を成長

させ、充実感や達成感、心の豊かさ等をもたらすと共に、それらが様々な形で社会に還元され、

広く受け継がれていくことが、持続可能な社会を築く一助となります。 

社会教育・生涯学習の推進を通じて、世代を問わず学び続けることのできる環境づくりを行い、

一人ひとりの人生の充実や活力ある地域づくりに繋げていきます。 

 

 

目指す将来の姿 

・子どもたちが将来に夢や目標を抱き、その実現に向けて取り組む意欲が向上すると共に、

様々な社会問題を自ら発見し、学び、他者と協働して解決する力や社会の変化に対応し

ながら新たな価値を創造する力が育成されています。 

・デジタル技術を活用したデータに基づく教育活動等によって「個別最適な学び」や「協

働的な学び」を一体的に充実し、「主体的・対話的で深い学び」が実現され、児童生徒が

「情報活用能力」をはじめとする「求められる資質・能力」を身に付けています。 

・発達段階に応じた外国語教育の充実によって児童生徒が意欲的に英語学習に取り組み、

英語によるコミュニケーション能力や発信力が向上しています。児童生徒がテクノロジ

ーの特性を理解し、電子メディアを自律的かつ有効に活用しています。 

・学校と地域が育てたい子ども像や相互の課題を共有し、連携・協働して健やかな育ちを

支えています。子どもたちにふるさと鳥取を誇りに思う心や態度が醸成され、ふるさと

鳥取に貢献する人材が育成されています。 

・全ての教職員が特別支援教育の基礎的な知識を身に付け、一人一人の教育ニーズに応じ

た指導や学びの場の整備が進んでいます。福祉・医療・雇用等の多職種の連携によって、

教育活動の充実が更に進んでいます。 

・不登校児童生徒に対する学校内外の支援が充実し、一人一人の学習保障や進路保障がな

されています。義務教育未修了者等への多様な学びの場が確保され、社会的自立に繋が

っています。 

・学校と地域が連携した魅力ある学校・地域づくりによって県外からの入学生や専門高校
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への入学生等が増加し、地域活性化や県内産業を担う専門人材の育成に繋がっています。

国際バカロレア教育を受けた生徒が、多様な進路実現を果たしています。 

・校内 OJT の促進や校外研修の活用によって学校組織が活性化され、学校全体の教育力が

高まっています。教員に自律的・継続的に学び続ける意識が定着し、資質や指導力・授

業力が向上しています。 

・公民館等の拠点施設や社会教育団体において、あらゆる年代を対象とした学びや体験の

機会が提供されています。デジタル技術の活用やバリアフリー化によって全ての人の学

習機会が充実し、地域との繋がりを持った生涯学習が進められています。 

・参加機関や掲載データの増加によってとっとりデジタルコレクションの内容が充実し、

県内の貴重な資料にいつでもどこからでもアクセスできる環境が整っています。電子書

籍の導入や所蔵資料のデジタル化等による電子図書館構想が実現しています。 

・読書バリアフリー計画の推進によって、全ての人が読書を通じて文字・活字文化の恩恵

を受けることができる環境が整備されています。 

・博物館機能の多様化に向けた施設整備が着実に進んでいます。 

・令和 7 年 3 月の県立美術館開館により、全ての人がアートを身近に感じ楽しめる環境が

充実しています。アートとの出合いにより、これまでにない見方やアイデアが生まれる

場が提供されています。 

 

 

 

（１）未来に羽ばたく人材育成 

  

取組の方向性と具体的施策 

 

１学びの基礎となる確かな学力の定着を進めると共に、探究的な学習等を通じた思考力・判断力・

表現力等の向上等を推進し、情報社会・グローバル社会に対応した世界に羽ばたく人材の育成

に取り組みます。 

①「求められる資質・能力」を育成する授業づくりの研修・取組改善等を通じた確かな

学力の定着 

②デジタル教科書の活用や学力・学習状況の可視化・分析、データに基づく個に応じた

指導等、ICTを活用した授業改善・教育活動の推進 

③英語によるコミュニケーションへの意欲及び英語力の向上に向けた研修等を通じた教

員の指導力・授業力向上や教育内容の充実、外部試験の活用等による英語４技能の総

合的な育成、ALT 等の活用・オンライン英会話等の取組推進 

④ICT を活用した「とっとりの学び」の構築・推進、小学校から高校まで共通の学習ツー

ルを活用した児童生徒の主体的な学びの実現、学習・生活・保健等の教育データの統

合による質の高い教育の推進 

⑤PBL、STEAM 教育等の教科横断的・探究的な学びの推進、創造的な活動ができる環境の

整備と探究的な学びを推進する教員の育成 

⑥「鳥取県学校教育ＤＸ推進計画」に基づく発達段階に応じた情報活用能力の育成や ICT

の特性を生かした遠隔交流等の多様な学びの実践、教員の ICT 活用指導力向上、教育
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データの活用、ICT を活用するための環境整備等の推進 

⑦子ども・保護者を対象とした研修・啓発等、電子メディア機器との適切な接し方を身

に付ける情報モラル、デジタル・シティズンシップ教育等の充実 

 

２学校・家庭・地域の連携を通じた豊かな学びを充実させ、子どもたちが自身の生き方について

考えを深めるキャリア教育の推進や、より良い社会に向けて主体的に行動する意識の醸成等に

取り組みます。 

①放課後子供教室・地域未来塾等の地域学校協働活動の充実に向けた推進員等の配置、

学校・市町村への伴走支援や人材育成等の推進、学校運営協議会と地域学校協働活動

の充実に向けた優良事例の発信 

②ふるさとへの誇りを育む地域と連携した探究的な学びや職場体験等による「ふるさと

キャリア教育」の推進・情報発信、「キャリア・パスポート」の活用や教員研修を通じ

た系統的なキャリア教育の展開 

③地域ボランティア活動や社会科見学等を通じた社会参画意識の育成、子どもたちと地

域の大人の交流プログラム等による将来の夢や目標について考える機会の創出 

④青少年社会教育施設の自然体験活動や集団宿泊体験等を通じた豊かな人間性や自己肯

定感等の醸成 

 

３疾病や障がいのある子どもを切れ目無く支える特別支援教育や不登校への支援の充実等、あら

ゆる子どもや学びを必要とする人に寄り添い、ニーズに応じた多様な学びを推進します。 

①子どものニーズに応じた適切な教育支援に向けた「個別の指導計画」の活用、通級指

導等の充実や巡回指導の検討、特別支援教育に関わる教員の専門性向上や全ての教員

の知識習得等の推進 

②教育・福祉・保健・医療・雇用の関係機関の連携による、就学前から就労までの一貫

した支援の提供 

③医療機関や医療的ケア児等支援センターと連携した、学校における医療的ケアの理解

促進・体制整備 

④教職員の手話技術の向上や手話普及コーディネーター・手話普及支援員の配置・派遣、

鳥取県版児童用手話検定「手話チャレ」、「デジタル版手話ハンドブック」、手話ダンス

動画「手話のＷＡ」の活用等、手話言語に関する教育活動の推進 

⑤あいサポートの理念（障がいを知り、ともに生きる）を若年期から学び、共生社会の

実現につなげていくための「あいサポートキッズ」の学習機会の拡充、学習教材の刷

新等 

⑥市町村や専門家と連携した「いじめ・不登校等対策連携会議」における、いじめ・不

登校等の学校の諸課題解決に向けた検討・実践・成果共有等の推進 

⑦スクールカウンセラー・スクールソーシャルワーカー等を活用した不登校支援体制の

構築、早期支援や自立支援の取組強化、校内研修等による適切な対応・支援の徹底 

⑧教室での学習や集団生活が苦手な児童生徒を対象とした校内サポート教室、ICT を活

用した自宅学習支援のほか、教育支援センターやフリースクールなど学校以外の多様

な学びの場の充実 

⑨十分に教育を受けられないまま中学校を卒業した人や義務教育未修了者等へ向けた夜

間中学の広報、関係機関等とのネットワーク構築・説明会開催等の推進 



55 
 

 

４地域と連携した魅力ある学校づくりを進めると共に若手教員・中核教員の育成を通した指導力・

授業力の向上を推進し、学校・地域の活性化や教育環境の充実に取り組みます。 

①地域と連携した特色ある学校づくりの推進、全国に向けた県立高等学校の魅力発信、

マッチング等を通じた県外生徒募集や受入環境整備の推進 

②令和８年度以降の県立高等学校の在り方に係る関係者等と連携した検討の実施・基本

計画の策定 

③国際バカロレア教育の充実に向けた学習環境の整備、認定校の視察・研修等を通じた

教員のスキル向上、認知度向上に向けた広報活動等の推進 

④系統的・計画的な研修やとっとりメンター方式の活用等による若手教員の育成強化、

ミドルリーダーのマネジメント能力等の育成 

⑤エキスパート教員の公開授業や各種研修動画等を活用した教員の指導力・授業力向上

の推進 

⑥最新の知見や今日的な教育課題に対応した研修会・授業研究等を通じた、子どもの「思

考力・判断力・表現力等」を育む授業改善の推進 

 

 

（２）社会教育・生涯学習 

  

取組の方向性と具体的施策 

 

１地域における様々な学びの機会の創出等を通じて、全ての人が生涯にわたって学び、活躍し続

ける社会の実現を目指します。 

①社会教育主事（士）や公民館職員等の社会教育関係者の育成・資質向上の推進 

②県立生涯学習センターと市町村・高等教育機関等の連携を通じた、地域の課題等に係

る学びの場の提供 

③社会教育・生涯学習に関する有用な情報の発信 

 

２多様な学びを支える社会教育施設として図書館・博物館機能の充実を図ると共に、新たに開館

する県立美術館を核として、全ての人がアートを身近に感じ楽しめる環境づくりを推進します。 

①専門機関と連携した各種相談会・セミナーの開催等、図書館機能の充実による幅広い学

習機会の提供、アクセシブルな電子書籍等の普及を通じた読書バリアフリー環境の充実 

②地域の歴史・文化資料の次世代継承に向けたデジタルアーカイブシステム「とっとり

デジタルコレクション」の充実・活用促進 

③幼児期からの読み聞かせの普及や中高生を対象とした読書に親しむ企画の実施等、「子

どもの読書活動推進ビジョン」に基づく子どもの読書活動の推進 

④各種講座・移動博物館等の多様な学習支援活動や国内外の貴重な資料を紹介する企画

展の開催等を通じた魅力ある博物館づくりの推進、博物館機能の充実に向けた施設整

備の実施 

⑤県立美術館の開館準備の推進、優れた作品の収集及び県内外の美術館等と連携した鑑

賞機会の充実 
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⑥全ての人に「アートを通じた学び」を広く提供する県立美術館のアート・ラーニング・

ラボ(A.L.L.)機能の充実 

 

 

 

若い力が輝く協働のまちづくり 

 固定観念にとらわれない柔軟な価値観や、多様なアイデアを生み出す瑞々しい感性を持ち、未

来を切り拓くエネルギーと可能性に溢れた若者は、地域の次代を担う大切な存在です。個性豊か

で活力に満ちた地域社会の実現に向けて、若者を含む多様な人々が参画し、協働する社会づくり

を推進します。  

 転出による鳥取県の人口減少は、20 代以下の若者世代が多くを占めています。進学や就職等を

機とした若者人口の流出は、労働力不足や地域の担い手減少、消費市場の縮小等に繋がる要因で

あり、こうした若年層の減少に伴う産業の衰退や賑わいの減少、生活利便性の低下等が地域の魅

力を低下させ、更なる若者離れを招く悪循環が懸念されています。 

 活力あふれる地域を将来にわたって引き継いでいくため、若者目線に立ったとっとり暮らしの

魅力発信や学生の県内就職強化等に取り組み、鳥取で暮らし、働く若者の成長と活躍をサポート

していきます。 

 また、住みよい地域づくりを進めるためには、行政だけではなく、住民、企業等との連携・協

働が欠かせません。こうしたパートナーシップに係る人の絆の豊かさは鳥取県の大きな強みであ

り、様々な主体から幅広く知恵や力を結集することが、地域課題を解決する大きな力となります。 

若者や外部人材等も含む多様な人々が相互に繋がり合い、地域の未来を主体的に考え、行動す

る社会づくりを推進すると共に、若い世代を含む県民の多様なニーズ・意見を柔軟に取り入れな

がら、地域に開かれた県政を展開していきます。 

 

 

目指す将来の姿 

・県外大学等に進学した県内出身者の県内就職率が上昇し、若者の転出超過の幅が減少し

ています。 

・若者やあらゆる世代の人々が、より良い地域を目指して自ら地域づくり活動に取り組み、

地域の担い手不足が解消しています。 

・多様な主体が実施する地域づくり活動が、社会の共感やサポートを得ながら成長し、持

続可能な活動として自走・展開しています。 

・若者等の幅広い層の人々の多様な意見・提言が幅広く収集され、施策に反映されること

によって、県民主体・県民と共につくる県政が一層充実しています。 

・県民・企業・団体等のあらゆる主体において SDGs の達成に向けた取組が広く定着し、

相互のパートナーシップによる拡大・進化等を通じて、持続可能な地域づくりに向けた

取組がさらに加速しています。 
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（１）若者定住促進 

  

取組の方向性と具体的施策 

 

１若者目線の情報発信の強化や、デジタルを活用した県内外の若者とつながるコミュニティの構

築等に取り組み、関係機関が連携して若者の IJU ターン及び定住を促進します。 

①若者の IJU ターン・定住施策の一体的・効果的な実施に向けた産学官連携組織「とっ

とり若者Ｕターン・定住戦略本部」による若者定着の強化 

②若い移住者や県内の若者による、都市部の若者へ向けたとっとり暮らしの魅力発信 

③デジタル環境で県外の若者が鳥取県と繋がることのできるバーチャルコミュニティの

形成による相互交流の促進 

④就職コーディネーターの配置やとっとり就活サポーターとの交流、高校生やその保護

者も含めた「とりふる」の登録・活用促進による県内就職・ＩＪＵターン就職の促進 

 

２県内企業の魅力発信やインターンシップの参加促進、学生のニーズに沿った就職支援の展開等

を通じて、若者の県内就職促進に取り組みます。 

①学生の県内就職強化に向けた多様なインターンシップ・就業体験プログラムの開発・

参加促進 

②メディアや専門機関と連携した企業情報・就活情報等の発信 

③学生のニーズに合わせた企業説明会・セミナー等の就職活動支援の推進 

④県内企業の若手職員と普通科高校の生徒が交流する機会の創出、小学生の親子による

県内企業のお仕事体験ツアーや鳥取の魅力を紹介する動画作成等を通じた、ふるさと

キャリア教育の推進 

 

 

（２）若者が活躍する地域づくり 

  

取組の方向性と具体的施策 

 

１若者が地域づくりに参加しやすい仕組みづくりや多様な人材の発掘・活用、ネットワークの形

成等を通じて、地域づくり活動の活性化を推進します。 

①ＳＮＳ等を活用した地域づくり活動の情報発信や仲間作り・マッチング等を通じた若

者の参画促進 

②関係人口等の外部人材も含めた地域づくり人材の発掘・育成、オンライン等も活用し

た交流機会創出、活動支援等の実施 

③高度化・複雑化する地域づくり団体等の課題解決に向けた中間支援組織による専門的

な助言等の実施 

④オンラインを活用した寄附募集等の地域づくり団体の活動費調達支援 

 

２県政に若者の声を取り上げる仕組みの強化や若者世代が連携した未来づくりの推進、多様な媒

体を活用した意見聴取の取組等、県民による県政参画のさらなる推進を図ります。 
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①若者の意見を県政に届ける仕組みの強化 

②所属の垣根を越えた若者世代の交流や鳥取県のあるべき姿に係る意見交換・未来像の

構築等を通じた将来社会の基盤づくり、若者視点を取り入れた政策再構築の推進 

③広聴制度の推進、様々な媒体や機会を活用した多様な県民意見の収集・分析 

 

３ＳＤＧｓの達成に向けたあらゆる主体の連携を推進し、活動の輪を広げるマッチングを支援す

る等、パートナーシップによる実践拡大に取り組みます。 

①官民連携によるＳＤＧｓの普及啓発・実践活動の推進 

②多様な主体による活動の情報発信・共有及び取組の発展に向けたマッチングの推進 

 

 

 

 
取組に関連するＳＤＧｓのゴール 
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３ 支え愛・ふるさとを守る 
 

危機を乗り越え、地域を元気に 

 コロナ禍の影響が残る中、ロシア・ウクライナ情勢等を背景とした歴史的な物価高騰が暮らし

や事業活動を圧迫しています。また、令和 5 年 8 月に発生した台風第 7 号は、鳥取県に過去 20

年で最悪となる甚大な被害をもたらしました。こうした現下の危機を県内一丸となって乗り越え、

地域の活力を守る取組を進めます。 

 2023（令和 5）年 5 月の消費者物価指数における生鮮食品・エネルギーを除く総合指数は、記録

的な円安の進行も加速要因となり、第 2 次オイルショックの影響が続いていた 1981 年 6 月以来、

およそ 42 年ぶりの高水準となる前年同月比 4.3％の上昇率を記録しました。あらゆるサービス・

商品価格の高騰が、地域社会や経済に深刻な影響を及ぼしており、取引価格の適正化や賃金引き

上げの必要性が強く意識されています。 

厳しい経済環境を乗り切るため、暮らしを守るきめ細かな対策と合わせて、県内事業者の成長・

経営力強化に向けた多様なチャレンジを力強く支えていきます。 

また、2023（令和 5）年 8月に発生した台風第 7号では、公共土木施設に加え、農作物や農業施

設、観光施設等への多大な損害が生じました。被災を機とした人口流出や廃業・離農等の増加は、

急激な過疎化による地域の衰退や土地の荒廃による環境悪化・災害リスク上昇等を招く要因であ

り、住民一人ひとりの生活や産業・コミュニティの維持再建に留意した復興が求められています。 

 道路や橋梁等のインフラ整備も、その地に暮らし、働く人々の営みがあってこそ意味をなすも

のです。災害を乗り越え、地域と共に未来を見据えた復興を進めると同時に、この被災経験を今

後の防災・減災対策の充実や質の高いインフラ整備の推進を図っていくための貴重な糧とし、安

心安全な地域づくりに活かしていきます。 

 

 

目指す将来の姿 

・物価上昇を踏まえた価格適正化と賃金上昇による経済の好循環が生まれています。 

・被災地の環境やインフラ施設が再建され、人々が安心安全な生活を取り戻しています。 

・地域の様々な事業活動が活発に営まれ、観光や交流等で多くの人々が行き交っています。 

・治水対策の強化や避難行動の迅速化・支援強化等、災害に強い地域づくりが進んでいま

す。 

 

 

 

（１）物価高騰対策 

  

取組の方向性と具体的施策 

 

１コロナ禍の影響が残る中、エネルギー価格の上昇や物価高騰の影響を受けている家庭、施設の

負担軽減を図ると共に、こうした環境下においても事業者が力強く事業継続していけるよう、

対策を講じていきます。 

①生活困窮者に対する支援対策 
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②ＬＰガス契約者及び電力の特別高圧契約利用事業者に対する負担軽減支援 

③医療機関、社会福祉施設、保育施設等に係る物価・エネルギー価格高騰対策 

④エネルギー価格や原材料価格高騰の影響で経営上の影響を受けた中小企業者の資金繰

り支援 

⑤農林水産業に係る物価高騰支援、省エネルギー化等の経営改善支援 

 

２物価高騰を乗り切るため、県内中小事業者による従業員等の賃金引き上げや経営力向上に向け

た取組を支援します。 

①賃金引き上げを行う中小事業者の生産性向上に繋がる設備投資・人材育成等の取組支

援 

②取引価格の適正化や生産性向上、業務改善等に係る専門家への相談窓口の設置 

 

 

（２）令和５年台風第 7 号からの創造的復興 

  

取組の方向性と具体的施策 

 

１被災した公共インフラの復旧や住民生活・事業活動の再建を支援すると共に、県産品や県内観

光地の魅力発信等を通じた風評被害の払拭に取り組み、被災地域の更なる発展・活力強化に繋

がる創造的復興を推進します。 

①公共土木施設の復旧、再度の被災防止に向けた施設の構造や機能の改良、河川の樹木

伐採・掘削 

②農林業施設の復旧、地域の営農継続に向けた集落営農等の検討、林道の機能強化検討

等の推進 

③風評被害の防止に向けた県産農産物の販売促進、情報発信・キャンペーン等を通じた

旅行需要の喚起 

④被災企業の復旧・復興支援に向けた助成・融資等の実施 

⑤被災地域のコミュニティの維持 

 

２被災事例や災害対応等に関して専門家を交えた検証を進め、より効果的な防災・減災対策、避

難支援対策等の実施に繋げます。 

①流域の安全確保や浸水被害等に関する検証・課題抽出、対策検討、道路施設の機能強

化検討等 

②孤立集落の解消や住民支援、避難行動促進等に係る検証・課題抽出、対策検討 

 

 

 

中山間地の生活や社会機能を守る 

 コロナ禍における地域の経済活動や社会活動の衰退等を背景として、特に少子高齢化・人口減

少が加速している中山間地域を中心に、コミュニティや生活インフラの維持が喫緊の課題となっ

ています。時代の変化やライフスタイルの変容等、様々な地域の実情と向き合いながら、ふるさ
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との温かな暮らしを守ります。 

中山間地域は、人々が生活を営む場所であるのはもちろんのこと、県民共有の財産である豊か

な自然環境や美しい景観を守り、優れた農産物や林産物を生み出し、伝統文化や歴史を継承する

等、社会に欠かせない多面的な役割を果たしています。 

中山間地域の人々が地域に誇りと愛着を持ち、安心して暮らし続けることのできる環境を守る

と共に、こうした貴重な資源や機能を次世代へ引き継いでいかなければなりません。 

増加する空き家への対策や持続可能な公共交通の整備、買い物等の生活機能の維持や地域活動

の担い手確保等、それぞれの地域が直面している課題は多岐にわたっています。 

関係機関と連携した多面的なアプローチによって、地域の実情に応じた課題解決に取り組み、

デジタルの力も有効に活用しながら、誰もが住み慣れた場所で暮らし続けることのできるふるさ

とづくりを進めていきます。 

 

 

目指す将来の姿 

・老朽危険空き家の増加が抑制されています。 

・地域内外の多様な人材活用等を通じて集落活動が維持され、買い物環境や移動手段の確

保等により、住み慣れた地域で暮らし続けることのできる環境が守られています。 

・事業者の円滑な事業承継や農業の担い手確保等の取組により、地域経済を支える事業・

産業が継続的に営まれています。 

 

 

 

（１）生活機能の維持 

  

取組の方向性と具体的施策 

 

１買い物環境や医療環境等、生活に必要な機能の維持・再構築を進め、住み慣れた場所で安心し

て暮らし続けることのできる地域づくりに取り組みます。 

①持続的な買い物等生活環境の維持・確保に向けた、移動販売等の多様な供給サービス

の展開支援や買い物の利用環境向上に資する先進的な事業等に係る支援 

②中山間集落における見守り活動の推進 

③郵便局・市町・民間企業等との新たな協働連携体制の構築による地域の持続性確保・

経済循環の促進 

④特定地域づくり事業協同組合制度による地域づくり人材の確保、地域経済の活性化の

推進 

⑤総合診療医の育成・確保やＩＣＴ活用も含めた病院間連携の仕組みづくり等を通じた

医療人材の確保推進 

⑥中山間地の在宅生活を支える訪問介護事業等を安定的に提供するための総合的な対策

の支援 

⑦事業承継推進体制モデルの構築等を通じた中山間地域の円滑な事業承継促進支援 

⑧中山間地域におけるＩＴ・コンテンツ関連企業等による先駆型ラボの設置に向け、移
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住施策と連携した立地ニーズの掘り起こしの推進、調査・開設・運営支援の実施 

⑨生産の効率化・省力化を図る農地集約やスマート農業技術の導入等を通じた農業の担

い手確保・経営力強化の推進、地域の特産を生かした特産物を育成する試行的な取組

や作業負担の軽労化に向けた補助器具導入等の支援 

 

２「コミュニティ・ドライブ・シェア」の推進やデジタル技術を活用した効率化・利便性向上等

の取組を通じ、持続可能な地域交通インフラの確立を目指します。 

①データを活用した公共交通の路線再編や住民、事業者、行政が協力する「コミュニテ

ィ・ドライブ・シェア」の推進等、利便性の高い持続可能な交通体系の確立に向けた

検討・実証実験支援等の推進 

②公共交通のサービス供給体制の充実・安定化に向けたキャッシュレス・ＭａａＳ等の

デジタル技術導入、ドライバー確保支援 

③交通拠点施設の整備・二次交通改善や周辺の立地促進・規制緩和・人流誘導等による、

公共交通を軸としたまちづくりの推進 

 

 

（２）コミュニティ活性化 

  

取組の方向性と具体的施策 

 

１危険空き家の増加を抑制すると共に、地域の活性化に向けて、空き家の多様な利活用を図る取

組を推進します。 

①老朽危険空き家の除却支援 

②空き家化の抑制や適正管理に係る啓発等の推進 

③空き家利活用に向けた改修支援や活動団体の取組支援 

 

２地域内外の多様な人材の育成・活用等を図りながら、住民が主体となった地域コミュニティの

活性化に取り組みます。 

①「マイクロ拠点」等、住民主体の地域づくり活動等を支援する広域的な仕組みの形成 

②地域づくりの担い手や住民の話し合いを促すファシリテーター人材の育成・確保 

③デジタル技術の活用に係る機運醸成や活用支援、人材育成等の推進 

④地域おこし協力隊・集落支援員等の外部人材の活用、地域資源を活用した魅力ある農

山村体験・農泊等を通じた都市との交流促進 

 

 

 

地域の健康と安心を守る 

 心身の健康増進は、人々が生き生きと充実した人生を送り、社会全体の活力を維持していく上

で最も重要な要素の一つです。社会環境の変化に即した持続可能な医療・福祉提供体制の構築や

疾病予防の取組、感染症危機対策等を推進し、安心で健やかな地域生活を支えます。 

 衛生・栄養環境の向上や医学の発展等を背景として、日本は、平均寿命が男性で 81 歳、女性で
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87 歳を超える世界トップクラスの長寿大国となりました。しかし一方で、将来を見据えた医療提

供体制の再構築や、生活習慣病・メンタルヘルス対策等の現代社会が抱える健康問題への対応、

フレイル・認知症といった高齢期の特徴・疾患への対策等が重要な課題となっています。 

デジタル技術の導入や人材活用の強化等、医療体制の充実に向けた取組を進めると共に、がん

や循環器疾患の予防に向けた生活習慣の改善啓発、加齢に伴う更年期障がいへの対策や幅広い世

代を対象とした心の健康づくり等を推進し、全ての人の明るく健やかな暮らしをサポートします。 

さらに、拡大する介護・福祉ニーズに対応するため、安心してサービスを受けられる環境づく

りと健康寿命の延伸を両輪で推進することにより、活力溢れる長寿社会の実現を目指します。 

 また、人々の健康や医療体制を揺るがすだけでなく、社会や経済の機能不全を引き起こす大き

な脅威となるのが感染症パンデミックです。 

鳥取県におけるコロナ禍克服の原動力の一つとなったのは、行政・医療・学術機関の強固な連

携に基づく優れたチームワークと機動力の高さでした。こうした成果を将来に引き継ぐと共に、

これまでの経験から得られた知見を活かし、危機に備えた体制強化に取り組みます。 

 

 

目指す将来の姿 

・がんによる死亡者が減少し、がんになっても自分らしく生きることのできる、がんとの

共生社会が実現しています。 

・更年期障がいの正しい知識が普及し、医療提供体制や相談体制が整備されています。心

不全や脳卒中等の医療体制が充実し、退院後のリハビリテーションや医学的知見を踏ま

えた保健指導が効果的に実施されています。 

・地域住民が健康づくりを実践しやすい環境が整備され、生活習慣等の行動変容を通じて

健康寿命の延伸に繋がっています。 

・誰もが自死に追い込まれることなく、健康で生きがいを持って暮らすことのできる社会

が実現しています。 

・在宅医療や訪問看護を含む良質な医療を効果的に提供する体制が構築され、どの地域に

住んでいても安心して必要な医療を受けることができる社会が実現しています。 

・医療や介護、福祉分野の働きやすい職場環境が整備され、地域社会を支える必要な人材

が確保されています。 

・介護サービスを必要とする人が適正に認定され、事業者によって過不足のないサービス

が適切に提供されています。多くの高齢者が健康で生き生きと暮らし、地域や社会で活

躍しています。 

・医療・地域・行政の連携により、新興・再興感染症の発生等に対して平時・有事における

着実な対応体制が整備されています。 

 

 

 

（１）将来の感染症危機にも備えた医療体制整備 

  

取組の方向性と具体的施策 
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１医療機関の機能分化・連携や訪問看護・遠隔医療の普及等、社会の変化に対応した効率的な医

療提供体制の確立を推進します。 

①医療提供体制の維持・確保に向けた、病床・医療機関再編、医療連携、施設整備等の

支援 

②デジタル技術を活用した遠隔診療や医療情報の共有・業務効率化の取組支援 

 

２地域医療を支える人材の確保を目指し、学生・養成機関への支援や地域・診療科偏在の是正に

向けた取り組みを進めます。 

①医師確保奨学金等による医学生支援、医学部出願要件や奨学金返還要件を活用した地

域偏在・診療科偏在の是正推進 

②鳥取県職員としての医師採用及び自治体病院等への派遣 

③鳥取県臨床研修指定病院協議会と連携した研修医確保事業の実施 

④看護師の定着促進に向けた支援の実施、訪問看護ステーションの活動や機能強化 

⑤「ナースセンター」・「訪問看護支援センター」の体制強化 

⑥医療機関の人材確保・育成・定着に向けた研修支援、労働環境改善・負担軽減等の取

組支援、医師の働き方改革の影響を踏まえた機動的な対策 

⑦薬剤師への理解啓発や支援制度の周知を通じた薬学部への進学促進、就職ガイダンス・

インターンシップ・企業説明会等による薬学生の県内就職促進 

 

３新興感染症の発生・蔓延時に一元的に感染対策を行う新たな組織を整備・運用すると共に、医

療機関等と連携し、有事に備えた医療提供体制確保に取り組みます。 

①鳥取県感染症対策センターの設置による一元的・機動的な感染症対応体制の整備 

②医療機関との協定締結等を通じた、新興感染症に対応する医療提供体制の確保 

③感染症に関する人材の養成及び資質向上に向けた研修・訓練の実施 

 

 

（２）一人ひとりが輝く健康対策 

  

取組の方向性と具体的施策 

 

１主要な死因であるがんへの対策を一層推進すると共に、更年期障がい等の身近な不調への対策

や生活習慣の改善等を通じた健康づくりの取組を推進します。 

①がんに罹患しない生活習慣やがん検診の普及啓発等の推進 

②がん治療に係る医療体制の充実推進 

③拠点施設の設置等を通じた更年期障がいの医療提供･相談体制の整備、普及啓発の推進 

④「脳卒中・心臓病等総合支援センター」を通じた循環器病患者支援 

⑤医療・健康ビッグデータを活用した保健指導・健康管理の推進 

⑥「とっとり健康ポイント事業」や「健康経営マイレージ事業」等を通じた住民の健康

づくり支援、企業による健康経営の推進 

⑦80 才になっても自分の歯を 20 本以上保つ「8020」運動の推進 
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２家庭や地域・職場・学校等と連携した心の健康づくりに取り組み、相談体制の整備や専門人材

の育成等を通じた自死対策を推進します。  

①自死予防に関する啓発・相談体制の整備、ゲートキーパー等人材養成 

②家族の集いや自助グループの活動支援 

 

３団塊世代の加齢に伴う介護需要の増加や福祉ニーズの多様化・高度化に備え、介護人材の育成

や労働環境の向上、的確なサービス提供体制の整備等を進めます。 

①介護職の魅力の発信や介護ロボット・ICT 機器の導入による労働環境改善、外国人・高

齢者等を含む多様な人材層の活用等を通じた人材確保・育成の推進 

②ケアプラン点検員の養成研修・派遣等を通じた介護給付適正化の推進 

 

４心身の機能向上や社会活動への参加促進等を通じて、高齢者の介護予防や生きがいづくり、健

康寿命の延伸に取り組み、健やかで充実したシニアライフを応援します。 

①関係機関・団体、市町村等との連携による全世代に向けたフレイル予防対策の推進 

②ねんりんピック等の機会やｅスポーツ等のデジタルを活用した介護・認知症予防、健

康・生きがいづくりの推進 

③アルツハイマー病治療薬の普及推進、医療福祉関係者及び家族の会等との連携による

認知症本人・家族支援の強化 

 

 

 

誰もが尊重される共生社会 

 人は他者との関わりの中で生きていく社会的な存在であり、多様な繋がりを保ちながら相互に

認め合い、助け合っていくことが重要です。困難を抱える人々に手を差し伸べ、多様性を認め合

いながら、全ての人が自分らしく輝くことのできる社会づくりを進めます。 

核家族化の進行や地縁的繋がりの衰退等に伴い、孤独・孤立に苦しむ人の存在が大きな問題と

なっていることに加え、コロナ禍における人と人との触れ合いや社会活動の減少が、人間関係の

希薄化を一層加速させることが懸念されています。 

鳥取県では 2022（令和 4）年に、様々な悩みを持つ人が家庭の中で困難を抱え込むことの無い

よう、本人と家族を一体的に支援することを定めた全国初の条例「鳥取県孤独・孤立を防ぐ温も

りのある支え愛社会づくり推進条例」を制定しました。鳥取県が誇る人の温かさや絆の強さを活

かし、支援が必要な人を誰一人取り残さない社会づくりに取り組みます。 

また、人口減少が進む中、活力ある地域を維持するためには、性別や障がいの有無等にかかわ

らず、相互の違いや多様性を認め合いながら、全ての人が生き生きと活躍できる環境づくりが必

要です。 

国内外に広がる「あいサポート運動」や全国初の手話言語条例の制定等、時代に先駆けて先進

的なバリアフリー施策に取り組んできた成果をさらに発展させると共に、性別にかかわりなく誰

もが活躍できる環境整備や、多様な性のあり方が尊重される社会づくり等を進め、あらゆる人が

個性や能力を伸びやかに発揮できる共生社会の実現を目指します。 
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目指す将来の姿 

・援助を行う人や援助を受ける人の孤独・孤立を防ぎ、全ての人が地域社会の中で互いに

支え合う温もりのある社会が実現しています。 

・ひきこもり状態にある人への正しい理解が普及し、一人一人の課題に応じたきめ細かな

支援体制が確立しています。 

・地域の社会資源や制度を活用しながら、身近な地域で支えあい、健康で安心して暮らせ

る社会が実現しています。 

・障がいの有無にかかわらず、誰もが地域で共に暮らしていける社会が実現しています。

ICT の活用によって、障がいのある人と無い人の情報取得・利用や意志疎通に関する格

差が解消しています。 

・障がいのある人が地域の中で自立した生活を送ることができています。文化芸術を通じ

て障がいのある人と無い人との交流が生まれ、相互理解や認め合い、心豊かな暮らしの

実現に繋がっています。 

・性別や世代に関わりなく、誰もが家庭・地域・職場等のあらゆる場面で共に参画してい

ます。全ての人が自分らしく、より良く暮らせる社会の実現に向けて、様々な取組が進

んでいます。 

・性別を問わず誰もがワーク・ライフ・バランスを保ちながら個々の能力を十分に発揮し、

自己実現と企業等の成長を共に実現できる環境が整っています。 

・多くの女性が出産等のライフイベントを契機にキャリア形成をあきらめることなく、相

互に繋がりながら生き生きと働くことができています。 

・性的マイノリティの人々が自尊感情を持って自己決定・自己選択を行い、周囲がそれを

尊重する社会が実現しています。 

・県内に居住する外国人の人々が、安心・安全かつ円滑に日本社会の一員として生活を送

ることができる環境が整えられています。 

・犯罪被害者やその家族が、居住市町村にかかわらず、早期の被害回復に向けて必要かつ

適切な支援が受けられる体制が整備されています。 

・関係機関と連携し、複合的で困難な人権問題を当事者に寄り添いながら解決に導く相談

支援体制が整備されています。 

・デジタルメディア情報を冷静に見極めて正しく行動し、心無い誹謗中傷や差別的な投稿

のない社会が実現しています。 

・ＡＩなどの新しい技術の活用が人権侵害や社会の分断をもたらすことなく、多様な豊か

さの実現や社会課題の解決につながっています。 

 

 

 

（１）絆とネットワークによる支え愛の社会づくり 

  

取組の方向性と具体的施策 
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１様々な困難を抱える人・家族に向けた相談支援体制を充実させ、地域で孤立することなく、全

ての人が互いに支え合う社会づくりを進めます。 

①制度の狭間にある人等に対するアウトリーチも含めた相談支援体制の充実、支援のコ

ーディネートを担う人材の育成、関係機関のネットワークづくり等の支援 

②当事者によるピアサポート活動の取組支援、自助グループの育成推進 

③「とっとり孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム」を中心とした情報発信・啓発

や民間支援機関における先進事例の共有等の実施 

 

２地域と連携して老老介護やひきこもりに関する実態把握を行い、必要な支援の充実に繋げます。 

①市町村等と連携したひきこもり・老老介護の実態調査の実施、在宅支援体制の充実強

化の推進 

②「ひきこもり生活支援センター」における相談支援や就労サポート、家族教室や専門

家相談等、本人・家族に対する多様な支援の充実 

 

 

（２）障がい者支援 

  

取組の方向性と具体的施策 

 

１建物・構造物等における物理的なバリアや情報取得・意思疎通に関する格差等、障がい者の円

滑な日常生活や社会活動の支障となる様々な課題を改善し、障がいの有る人も無い人も相互に

尊重し合う、暮らしやすい社会づくりを目指します。 

①研修や他自治体との連携等を通じたあいサポート運動の推進 

②障がい者差別解消に向けた相談支援体制の整備、合理的配慮に係る周知啓発や社会的

障壁の解消支援 

③意思疎通の環境整備や情報保障の充実に向けた ICT 機器・AI 等の活用推進 

④遠隔手話サービス・電話リレーサービスの普及、障がい種別に応じた意思疎通支援の

促進 

 

２福祉事業所で働く人々の工賃向上や、文化芸術等の様々な場面における活躍の場の拡大等によ

り、障がい者の自立と社会参画を促進します。 

①新たな計画の策定による工賃、就労時間、満足度向上の取組推進 

②あいサポート・アートセンターや協力施設の開拓等を通じた文化芸術活動の推進 

③文化芸術を通じた障がい者と健常者の交流・創作活動等の支援 

 

 

（３）ジェンダー平等、性的少数者・外国人支援 

  

取組の方向性と具体的施策 

 

１固定的な役割分担意識の解消や家庭と仕事の両立が可能な職場環境づくりの推進等により、性
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別にかかわりなく誰もが共に輝く社会の実現を目指します。 

①性別役割分担意識の解消や男性の積極的な家事・育児・介護等への参画に向けた普及

啓発等の実施 

②男女共同参画の活動を行う地域、企業、若者等への支援や取組の推進に向けた人材育 

成 

③男女共同参画推進企業や「イクボス・ファミボス」の拡大による、家庭と仕事の両立

が可能な職場環境づくりの促進 

④誰もが働きやすい職場環境の整備や女性の積極的な登用に向けた企業の取組意識の醸

成 

⑤介護等支援コーディネーターの派遣による仕事と介護の両立支援 

 

２社会で活躍する女性ロールモデルの紹介や、出産・育児期におけるキャリア継続のサポート等、

働く女性の多様なキャリア形成を支援します。 

①女性の活躍、応援に向けたロールモデル発信・啓発活動や企業・職域拡大等の促進 

②働く女性同士のネットワークづくりやネットワーク活動への支援 

③出産育児期の女性に対するキャリア継続・形成のための支援 

 

３性的マイノリティに向けた相談支援の充実等、多様な性を認め合い、誰もが自分らしく生きる

ことのできる社会づくりを推進します。 

①県民一人ひとりが性の多様性を尊重し、みんなが安心して暮らせる社会の実現に向け

た「とっとり安心ファミリーシップ制度」に係る市町村等と連携したサービス提供 

②多様な性のあり方についてしっかりと寄り添う相談窓口の運営、支援相談人材の育成 

③多様な性への理解・認識を深める啓発・教育の実施 

④性的マイノリティの人々の居場所づくりの支援 

 

４関係機関による相談窓口の設置や日本語学習の支援等、県内在住外国人が安心安全に暮らせる

環境づくりに取り組みます。 

①外国人総合相談窓口の運営や国際交流コーディネーター・多文化共生コーディネータ

ー等による生活全般の情報提供等の実施 

②総合調整会議の開催、総括コーディネーターの配置、地域日本語教育コーディネータ

ー候補者の育成等による地域日本語教育体制の整備 

③研修会の開催等を通じた災害時の外国人支援の推進 

 

 

（４）犯罪被害者等支援 

  

取組の方向性と具体的施策 

 

１犯罪被害者等に寄り添い、中長期にわたって切れ目のない支援を提供できる支援体制の強化及

び支援施策の充実に取り組みます。 
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①行政が全面に立った総合相談窓口の設置、警察、市町村など支援に関わる様々な機関

と連携を図りながら必要な支援をワンストップで提供できる体制の構築 

②犯罪被害後の予期しない費用負担により経済的困窮に陥ることや、家事ができなくな

ること等を踏まえた経済的負担の軽減 

③カウンセリング、法律相談、ファイナンシャルプランナーによる相談等の支援 

④市町村における総合相談窓口の設置推進 

 

２犯罪被害者等に対する理解促進に取り組み、犯罪被害者等の権利が保護される社会の実現を目

指します。 

①民間支援団体等と連携した犯罪被害者等への理解の促進を図る講演会等の実施 

②犯罪被害者等の被害回復のための休暇制度の事業者への周知、導入に向けた働き掛け

による休暇制度の普及と犯罪被害者に対する理解促進 

 

 

（５）デジタル社会でも一人ひとりが大切にされる社会づくり 

  

取組の方向性と具体的施策 

 

１情報社会の健全な発展に向けて、デジタルメディア情報を正しく見極め、行動する能力の育成

を推進すると共に、インターネット上の人権侵害の防止や被害者支援に取り組みます。 

①ウェブサイトやリーフレットの活用によるデジタルメディアリテラシー等の情報モラ

ル教育・啓発の強化 

②ネットモニタリングネットワークにおける人権侵害行為への監視・支援体制の強化 

 

２人権侵害行為に対する相談支援体制の充実等を推進し、人権擁護の社会づくりを進めます。 

①関係機関との連携強化や相談員の育成・活用等を通じた人権相談支援体制の充実 

②拉致問題の早期解決に向けた国への要望や、啓発活動を通じた県民の意識向上、帰国

後の支援体制整備等の推進 

 

 

 

 
取組に関連するＳＤＧｓのゴール 
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重要業績評価指標（KPI） 

 

項目 策定時 目標 

年度中途の保育所等の待機児童数 7 名（R4） ゼロ 

えんトリー等を活用した年間カップル成立数 413 組（R4） 500 組 

イクボス・ファミボス宣言企業数 787 社（R4） 1,000 社 

全国学力・学習状況調査結果の各教科の「思

考・判断・表現」の全国平均に対する県平均 

小学校国語 67 

〔全国：67.2〕 

小学校算数 61 

〔全国：62.5〕 

中学校国語 69 

〔全国：69.8〕 

中学校数学 50 

〔全国：51.0〕 

中学校英語 42 

〔全国：45.6〕 

（R5） 

※英語、理科は３年ご

とに実施 

全学年全教科で全国平

均を上回る 

英検準２級程度以上の英語力を有する高校

３年生の割合 

50.8％（R4） 

 

60％ 

「将来は今住んでいる地域や鳥取県で働き

たい」高校生の割合 

54.2％（R4） 

 

60％ 

ふるさと鳥取アプリのイベント参加者数 － 1 万人(R6～R9) 

地域づくり県民運動実践団体登録数 535 団体(R4) 635 団体 

新たなコミュニティ・ドライブ・シェアの取

組エリア数累計 

― 20 エリア 

安心して住み続けられるための拠点づくりに

取り組む地区数 

46 地区（R4） 55 地区 

訪問看護師数 435 人（R4） 500 人 

新興感染症対応に係る協定締結医療機関等数  ― 500 機関 

75 歳未満がん年齢調整死亡率（人口 10 万対） 73.7（R4） 64.0 

あいサポーター数  624,848 人（R4） 750,000 人 

電話リレーサービス県内登録数 63 件（R4） 150 件 

管理的地位に占める女性割合（従業員 10 人

以上） 

28.9％（R5） 30％ 

犯罪被害に係る通報協力医療機関数 ― 18 医療機関 
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取組施策【Ⅲ】幸せを感じながら鳥取の時を楽しむ 鳥取＋rhythm 

 

１ 移住・定住 
 

多様な繋がりで地域に活力を 

 地域に暮らす「定住人口」や観光で訪れる「交流人口」はもちろん、多様な形で地域と関わり

続ける「関係人口」は地域活性化の鍵を握る存在です。鳥取県での暮らしを望む人々や鳥取県と

様々な形で繋がり続ける人々を拡大し、未来に向けた地域の発展の力としていきます。 

 集中や過密のもたらす弊害が明らかとなったコロナ禍では、安全安心な環境を求めて地方への

注目が高まりました。リモートワークの普及によって働き方の自由度も拡大し、若い世代を中心

にゆとりある生き方、働き方への志向が強まっています。 

 こうしたマインド変化を捉え、鳥取県の魅力発信やきめ細かな移住支援を一層推進すると共に、

都市部での仕事を続けながら鳥取県で暮らすといった多様な移住スタイルを提案する等、新しい

時代のライフスタイル・社会のあり方を鳥取県から発信していきます。 

  さらに、仕事や趣味、社会活動など、様々な形で継続的に地域と関わりを持つ「関係人口」の

人々には、地域活性化の契機となる新しい変化や刺激を生み出し、地域づくりの一端を担ってい

くことが期待されています。 

 こうした緩やかな縁の広がりや「鳥取愛」に溢れたファンの輪を広げるメンバーシップ制度等、

鳥取県と多様な形で繋がり続ける人々の拡大に取り組み、未来に向けた発展の力としていきます。 

 

 

目指す将来の姿 

・デジタル技術を活用したテレワーク等、新たな働き方を推進する企業の従業員等の移住

が増加し、豊かな自然環境の中で住み、働くことのできる地方の魅力が多くの人に広が

っています。 

・移住者が地域へ溶け込むと共に、地域活動への積極的な参画によって地域の活性化が図

られています。 

・移住者の増加によって経済的・社会的に多様な効果がもたらされ、地域の魅力・活力の

向上が更なる人口拡大につながる等、地域活性化の好循環が生まれています。 

・ワーケーションや二拠点生活等により、関係人口として都市部等在住者と地域の間に継

続的な関係が構築され、日常的な交流・協働を通じた地域コミュニティの維持や賑わい

創出、住民生活の充実に繋がっています。 

・都市部等在住者や企業等が関係人口として地域に深く関わり、地域活性化や課題解決に

向けた新たな関係構築が進み、連携プロジェクトの実施や県外企業・団体等の拠点設置

等、地域や産業に多様な活力が生まれています。 
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（１）移住定住促進 

  

取組の方向性と具体的施策 

 

１鳥取県の魅力発信や移住者一人ひとりに応じたきめ細やかな移住支援を強化すると共に、多様

な働き方を活かした転職なき移住等、企業や産業界と連携した移住促進に取り組みます。 

①リアルな「とっとり暮らし」の情報発信や市町村支援の拡充、就業・リスキリング・

企業立地等の産業施策との連携を通じた移住支援の強化 

②リモートワークによる転職なき移住や副業・兼業マッチング支援の強化等、都市部ビ

ジネス人材の新しい働き方に対応した移住等の推進 

 

２移住前後における移住者と地域との交流や受け入れ地域におけるコミュニティ形成等を支援し、

移住者の円滑な定着につなげます。 

①市町村・移住受入団体等への支援やとっとり暮らしアドバイザーの活動を通じた移住

者の地域定着支援 

②市町村や地域団体等による移住を前提とした関係人口創出事業の支援 

 

 

（２）関係人口創出 

  

取組の方向性と具体的施策 

 

１企業・団体等と連携したワーケーションプログラムを通じて、多様な関係人口の創出による地

域の活性化や様々な地域課題の解決等に取り組みます。 

①ファミリーワーケーションプログラムの造成や都市部の親子を対象とした幼稚園等留

学の受入れ、とっとりワーケーションネットワーク協議会等と連携した地域コーディ

ネーター人材の発掘等の推進 

②地域課題の解決に向けて都市部企業・人材と県内企業・団体をマッチングするプログ

ラム等、都市部企業等と継続的な連携・協働関係を構築するワーケーションの推進 

 

２鳥取県のファンを開拓するメンバーシップ制度等を通じて、移住につながる関係人口の拡大や

ネットワーク化を進めます。 

①鳥取を愛するファンによるメンバーシップ「ふるさと来 LOVE とっとり」の登録者数増

加に向けた広報強化 

②地域の活性化・課題解決に向けたオンラインコミュニティの創設や地域活動を応援す

る取組の支援等を通じた交流・協働の活性化 
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取組に関連するＳＤＧｓのゴール 

       

 

  



74 
 

２ 働く場 
 

産業の進化と成長で豊かさ導く 

 社会に多様な価値を生み出し、人々の生活や人生を豊かにし、活力ある地域を育む根幹となる

のが、産業の振興です。コロナ禍から力強く再興し、新たな成長に向けて多様な挑戦を行う企業

や事業者を支援することによって、地域経済の持続的な発展を推進します。 

コロナ禍の混乱を経て、社会・経済は着実に正常化・回復への歩みを進めつつあります。混沌

とする世界情勢を背景に、原材料・燃料価格の高騰をはじめ、なお様々な経済リスクが懸念され

ている一方で、デジタル化の進展やサプライチェーンの国内回帰、企業の地方分散といった動き

は、地域経済の活性化に繋がる好材料でもあります。 

様々な危機を乗り越え、地域を担う小規模事業者の経営をしっかりと支えるほか、県経済を牽

引する基盤的産業の競争力強化や新たな成長産業の創出、都市圏企業の拠点開設等の多面的な取

組を展開し、県内産業の持続的な発展を加速させます。 

また、日本経済全体の重要な課題の一つが、少子高齢化に伴う人手不足の深刻化です。 

労働人口の減少や働き方の多様化を踏まえた職場環境の整備、関係人口も含めた多様な人材活

用、成長分野の人材育成等に取り組み、県内産業を支える人づくりを推進していきます。 

 

 

目指す将来の姿 

・デジタル技術の活用を通じた生産性向上・人手不足の克服や設備投資等による産業成長

が実現し、県内経済の活性化・持続的発展に繋がっています。 

・多くの県内企業が多様な国・地域・手法による外需獲得を進めています。 

・鳥取砂丘が月面開発の実証舞台として広く認知・活用されています。GX 分野への進出や

食品製造業の高付加価値化、デジタルコンテンツの拠点化等が進み、鳥取県の主要産業

として成長しています。 

・鳥取県ならではの起業家育成モデルや事業承継モデルが定着し、地域の活力を維持・発

展させています。 

・県外企業の立地や県内企業の新増設によって県内産業が成長し、県内経済の活性化に繋

がっています。 

・ICT 等の先端技術の導入によって建設産業の生産性向上や労働環境改善が図られ、若者

の就職が増加する等、労働者不足が解消されています。 

・物流システムの効率化や強靱化が進み、運送事業者が適切な運賃を収受すると共にドラ

イバーの適正な労働環境が確保されています。 

・経営体質の強化や課題に合わせた柔軟・機動的なリスク対策等を通じて、県内事業者の

事業継続力や社会的信用力が向上し、持続的発展に繋がっています。 

・SDGs の実現に向けて、多くの企業が認証制度に取り組んでいます。 

・生産性向上等によって企業の業績が向上すると共に取引先とのパートナーシップの構築

によって取引価格適正化が進み、従業員の賃上げに繋がっています。 

・副業・兼業を通じた関係人口が増加すると共に、こうした人材の活用によって県内企業

の意識改革や戦略的経営、デジタル化の進展等が加速しています。 
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・企業における自律的なリスキリングが普及すると共に、学生の県内就職やリスキリング・

スキルアップを通じた女性･高齢者等の多様な労働力の掘り起こしが進み、人手不足の解

消や県内産業の活性化に貢献しています。 

・働き方改革の浸透によって時間や場所にとらわれない柔軟な働き方が定着すると共に、

障がい者や外国人材等働く意欲を持つ全ての人が能力を発揮し、安心して働くことがで

きています。 

 

 

 

（１）産業振興 

 

取組の方向性と具体的施策 

 

１デジタル技術を活用した県内企業の生産性向上や付加価値の拡大、産業成長に資する大型投資

等、新たな成長に向けた経営展開を支援します。 

①県内企業の生産性向上や人手不足、事業成長に向けたＤＸ伴走支援、業種別ＤＸ研修

会の開催等、特定分野におけるＤＸの推進 

②企業の成長段階に応じた支援の実施、製造品出荷額 1 兆円達成等に向けた産業成長や

地域経済の牽引に繋がる設備投資等への支援推進 

 

２外需獲得に向けた競争力の強化や多様なエリア・手法による海外展開等、国際経済の変化に対

応した県内企業の持続的発展を支援します。 

①海外展開を牽引する県内企業の創出・育成による国際経済変動に対応した外需獲得の

促進 

②様々な国・地域・手法等、企業の多様なニーズに沿った海外展開支援体制の強化 

 

３先進分野等に係る新産業の創出やスタートアップ支援を進めると共に、後継者のいない事業者

の事業承継を促進します。 

①鳥取砂丘月面実証フィールドを活用した宇宙産業の活性化やエコカー・水素等のＧＸ、

フードテック等の食品分野やデジタルコンテンツ分野等、先進成長分野における研究

開発・プロジェクト展開・人材育成等の推進 

②スタートアップ育成に向けた伴走プログラムの実施 

③起業家と後継者不足の事業者との事業承継マッチングの実施 

 

４生産拠点の分散・国内回帰や都市圏企業による本社機能の移転等、県内における企業の拠点開

設を促進します。 

①企業ニーズに応じたオーダーメイド型支援の展開やＢＣＰ拠点としての優位性、国内ト

ップクラスの県内企業への支援の充実等の情報発信を通じた戦略的な企業誘致の推進 

②将来の成長が見込まれる先駆的ビジネスを行う企業のサテライトオフィスや研究開発

拠点等の設置支援 
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５あらゆる産業・社会活動の土台となる建設・運輸業界の機能維持・発展に向け、効率化による

生産性向上や労働環境改善、人材確保等に取り組みます。 

①子どもや若年層、保護者等も対象とした建設産業の役割・魅力に係る情報発信の推進、

土木への親しみを育む市民交流イベントの開催、高校生を対象としたインターンシッ

プ受入れや実践的な技術研修支援の推進 

②企業による若手技術者等の技術向上・キャリアアップ推進支援、「とっとり建設☆女星

ネットワーク」の活動支援等を通じた誰もが働きやすい環境づくりの推進 

③3 次元測量設計・ＩＣＴ工事等の先進技術を活用した設計・工事の普及、ロボット・パ

ワーアシストスーツ等の先進機器の導入による生産性向上・労働環境改善等の検証、

「鳥取イノベーション実装フィールド」における成果の普及拡大 

④生産性向上と労働環境改善に取り組むホワイト物流の推進に向けた普及啓発・意見交

換等の実施 

⑤ロジスティクスの最適化や港湾や鉄道貨物の利用等モーダルシフトの推進による物流

機能の発展推進 

 

６コロナ禍等の影響を受けた企業の資金繰りを支援すると共に、社会経済情勢の変化に伴うあら

ゆるリスクや時代の趨勢への対応を強化し、企業価値の向上と持続可能な経営への転換を推進

します。 

①コロナ禍の債務増加に係る中長期視点での借り換えや劣後化等、企業の状況に応じた

資金繰り支援の実施、関係機関による連携支援体制の強化 

②リスク分散や体質強化・高付加価値化等、経営力強化に向けた普及啓発や相談支援、

商工団体等による伴走支援の実施 

③多様な経営リスクに備える意識啓発の実施、ＢＣＰサポートセンター等による BCP 策

定・実効性確保の取組支援、地域・企業間連携等の促進 

④ＳＤＧｓ経営の普及による企業価値向上に向けたＳＤＧｓ企業認証制度の展開、企業

の循環経済モデル構築支援等による社会・環境・経済が調和したビジネスの創出 

 

７企業の生産性向上・業務改善等に係る支援や関係団体の連携により、価格適正化や賃上げによ

る経済の好循環の実現を目指します。 

①産労金官の関係機関による価格適正化の実現に向けた共同宣言の啓発・推進、宣言実

施へのインセンティブ付与による企業の取組促進 

②生産性向上・業務改善への支援による企業の賃上げ環境整備促進 

 

 

（２）人材活用 

 

取組の方向性と具体的施策 

 

１県内企業の持続的発展や経営課題の解決に向け、都市部ビジネス人材の活用や労働者のリスキ

リング等、優れた産業人材の育成・活用を推進します。 
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①プロフェッショナル人材戦略拠点における都市部大企業と県内企業の関係構築・人材

誘致、副業・兼業人材の誘致促進や副業デジタル人材を活用した県内企業ＤＸ支援の

実施 

②県外企業の立地や県内企業の新増設に合わせた人材確保・育成経費等の支援の充実 

③県内企業におけるリスキリングの取組推進に向けた普及啓発、実践・定着支援等の実 

施 

④デジタル活用による生産性向上やビジネス変革を牽引するデジタル人材・ＤＸ推進人

材の育成 

 

２求職者に向けた就職支援の充実や企業とのマッチング・定着支援等を通じて、地域経済を支え

る労働力の確保を図ります。 

①企業の人手不足解消に向けた魅力発信・人材採用・定着・戦力化等支援、キャリアコ

ンサルタントによる潜在労働力の掘り起こしの強化 

②「キャリアデザインＬａｂ（ラボ）」におけるコンサルティングやリスキリング・スキ

ルアップ、伴走支援等、求職者のキャリア形成や良質な雇用機会の獲得に向けた多様

な支援の充実 

③若者・女性・中高年者・就職困難者に対する就職支援の充実、生活困窮者の自立に向

けた各種生活相談と就労支援のワンストップサービスの提供 

④就職氷河期世代の求職者の職業訓練や就職相談、当該世代と企業とのマッチング支援

等実施、正規雇用に向けた職場体験等の取組や受入企業へのフォローアップ支援の充

実 

 

３外国人や障がい者等を含む多様な人材の活用を推進すると共に、労働環境の改善やサポート体

制の充実等を通じて、誰もが働きやすく、能力を発揮できる職場づくりに取り組みます。 

①トップセミナーを通じた障がい者雇用に係る企業経営層の理解促進や障害者職業生活

相談員をはじめとする企業内支援者の配置による支援体制の充実、障がい者が働きや

すい職場づくりの推進 

②外国人材の受入れに係る雇用制度の理解促進や相談体制整備、外国人材の活用や受入

体制整備、定着・活躍に向けた支援の充実 

③一人一人のニーズに応じた多様な働き方の導入・離職の防止に向けた普及啓発、取組

企業への経費助成や専門家派遣による支援 

④「みなくる」による労働相談対応やワークライフバランス・メンタルヘルスの啓発等

を通じた働きやすい職場環境づくりの推進 

 

 

 

 
取組に関連するＳＤＧｓのゴール 
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３ まちづくり 
 

リスクに備え安心安全なまちに 

 頻発する自然災害や犯罪被害等、多様化するリスクに対応し、安心安全な生活環境を維持する

ことは、持続可能な社会を築く基盤となります。様々な知見を活かした備えの強化や支援制度の

充実等に取り組み、人々の命と暮らしを守るまちづくりを進めます。 

2023（令和 5）年 8月に発生した台風第 7 号は、県内各地に記録的な大雨をもたらし、河川の氾

濫や道路の冠水・寸断、土砂の崩落等の甚大な被害が発生しました。こうした自然災害の増加・

激甚化傾向は世界的に懸念されており、私たちの生活は、常に被災リスクと隣り合わせの状況に

あります。また、石川県を中心に最大震度７を記録した 2024（令和 6）年 1 月の令和 6 年能登半

島地震では、道路被災による交通途絶に伴う孤立や救助の困難化や、水道等インフラへの甚大な

被害による避難生活の長期化など、様々な災害対応の課題が生じており、本県においても大規模

災害に備える必要があります。 

 地震や津波、風水害、雪害等の多様な災害の発生を想定し、それぞれの特性に応じた的確な避

難行動の普及等を進めると共に、過去の知見も踏まえた耐震化や治水対策等の防災・減災対策を

推進し、被害の最小化に取り組みます。あわせて、災害発生時において被災者に寄り添った支援

を行うための体制整備を進めます。 

 さらに、生活の中の身近なリスクである事故、犯罪、消費者トラブル等も、当事者の命や財産、

人生に重大な影響を及ぼす恐れのあるリスクの一つです。こうした問題への対策を強化し、被害・

トラブルの未然防止に向けて多角的な取組を進めていきます。 

 

 

目指す将来の姿 

・大規模災害時の県内応援体制及び県外からの受援体制が整備されており、大規模災害時

にあっても実働組織と連携し、初動から早期に救助や復旧が進められます。 

・県民が、災害時における避難などの防災行動を自分ごととして実施できています。 

・防災 DX の推進により、災害対応の高度化と効率化が行われると共に、災害情報の的確な把

握・共有が進み、「誰一人取り残さない」ことを理念に置いた情報発信が行われています。 

・避難行動要支援者への必要な支援体制が確立しています。 

・危機事象に対する県の対応能力が、訓練や様々な経験や知見をもとに、高いレベルに維

持されています。 

・事前伐採によって、倒木による集落の孤立や停電・通信障害の発生が減少しています。

大規模地震に備えた防災・減災対策や住宅耐震化の促進によって、安心安全なまちづく

りが実現しています。 

・河川整備による治水対策が進むと共に流域内の貯留対策が広く認知され、着実に増加し

ています。各樋門には、適切な樋門操作員の配置が維持されています。 

・誰もが安心して避難することができる避難所環境が整備され、デジタル技術を活用した

効率的で実効性のある被災者支援体制が確立しています。 

・防災分野と福祉分野が連携し、各市町村の実情に応じた災害ケースマネジメントの実施

体制が確立しています。 
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・周辺地域の意向に対する十分な配慮の下、原子力発電所の安全が確保されています。災

害時における円滑な避難体制が整備されています。 

・県民の防災意識が向上し、主体的な自助・共助の取組が進むことによって地域の安心安

全が確保されています。災害に関する多様な知識が広く普及すると共に、消防職員や消

防団員が安全かつ適切に現場対応が実施できる体制が整備されています。 

・一人ひとりの防犯意識の高まりや防犯活動の推進等によって安全安心なまちづくりが進

んでいます。 

・自転車のヘルメット着用や運転マナーの向上が進み、安心安全な自転車社会が実現して

います。 

・質の高い消費生活相談や全ての世代に向けた消費者教育が充実し、消費生活の安定・向

上が図られています。見守り等を通じて高齢者や障がい者の詐欺被害等を未然に防止す

る体制が整備されています。 

・犬猫の殺処分数ゼロが達成され、人と動物が受容と調和により共生する社会が実現して

います。 

 

 

 

（１）防災ＤＸなど防災・減災対策の強化 

  

取組の方向性と具体的施策 

 

１住民の避難意識の向上を通じて迅速な避難行動を促進し、要支援者の避難を地域で助け合う仕

組みを構築すると共に、DX を活用した災害発生時の情報収集・伝達体制を強化することによ

り、災害時の的確な避難に繋げます。 

①ハザードマップによる居住地の危険性チェックや「避難スイッチ」「マイタイムライン」

の啓発等を通じた的確な避難行動の推進 

②避難行動要支援者の避難を援助する支え愛マップや個別避難計画の作成推進 

③住民の避難行動に繋がる様々な防災情報を分かりやすく提供するポータルサイトの構

築や、市町村や放送局等の関係機関と連携した情報提供・発信手法の検討 

④的確な災害対応に向けた、県各部局の災害関係情報を集約し国等の外部機関とも連携

可能な防災情報システムの構築 

⑤災害・危機事案に係る災害対応訓練や住民参加の避難訓練・啓発等を通じた危機対応

能力の向上 

 

２豪雨災害の激甚化を踏まえた流域全体における治水対策の強化や倒木による停電・道路寸断を

防ぐ計画的な事前伐採、令和６年能登半島地震の教訓も踏まえた地震・津波対策等を推進し、

災害被害の軽減に取り組みます。 

①県・市町村・事業者等の関係機関が連携した危険木の計画的な事前伐採の推進 

②鳥取県震災対策アクションプランの見直しによる地震防災対策の充実・強化 

③令和６年能登半島地震を踏まえた沿岸の監視機能の強化や避難訓練の充実等、日本海

側の災害特性に応じた対策の推進 
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④実動組織との連携強化、広域防災拠点等の受援拠点の整備、孤立を想定した備えの充

実等、災害時初動対応体制の整備 

⑤県内市町村等関係機関の相互応援体制の強化、広域防災拠点等の受援拠点の整備、支

援物資の受入・管理・配送の確立等、災害時の緊急応援・受援体制の整備 

⑥水防対策（鳥取方式）による早期効果発現を考慮した河川整備の実施、流域のあらゆ

る関係者による流域内貯留対策の推進、省力化による樋門操作の担い手確保、河川の

適切な維持管理、リスク認識を広げる防災学習の実施 

⑦気候変動を踏まえた治水・海岸計画の策定・整備推進 

⑧市町村の災害廃棄物処理計画の策定支援や仮置場設営訓練の実施 

 

２能登半島地震を踏まえ、戸別訪問や耐震ケースマネジメントによる耐震化の働きかけ強化、住

宅所有者が利用しやすい補助制度の充実等により、住宅の倒壊から命を守る住宅耐震化対策に

取り組みます。 

①市町村と連携した戸別訪問による耐震化の働きかけや、個々の事情に応じた建築士・

ファイナンシャルプランナーなど専門家の派遣による耐震ケースマネジメントの推進 

②耐震改修助成の拡充に加え、耐震シェルターの助成拡充、居室単位の改修・耐震ベッ

ドの助成メニュー新設など住宅の倒壊から命を守る耐震化助成制度の充実強化 

③低コスト工法による耐震改修、省エネ改修等のリフォームと併せた耐震改修の普及な

ど所有者が取り組みやすいような耐震化のＰＲ強化 

④大工と建築士がタッグを組み耐震改修を行うビジネスモデルの確立に向けたマッチン

グ支援や研修会開催等を通じた民間主体の耐震化の取組推進に係る環境整備 

⑤過去に被災した住宅の損傷度の調査手法や、その対策に係る学識経験者等と連携した

検討の実施 

 

３多様なニーズに対応した避難所環境の整備や災害ケースマネジメント等を通じた被災者支援の

充実に取り組みます。 

①ペット同行・車中泊・孤立対策・熱中症対策等の多様なニーズに対応した避難所環境

の整備や県有避難所施設における Wi-Fi 環境整備の推進 

②鳥取県自治体 ICT 共同化推進協議会における市町村の被災者支援システム導入検討の

支援 

③災害ケースマネジメント協議会による関係機関の連携強化 

④災害福祉支援センターと連携した市町村の被災者支援体制整備や防災学習・啓発活動

等による人材育成の推進 

 

４原子力発電所の安全確保を推進すると共に、災害時の避難・検査の円滑化や原子力防災訓練等

を通じた避難計画の理解普及・実効性向上に取り組みます。 

①安全協定に基づく島根原子力発電所の安全に対する監視への関与と安全対策の要請 

②原子力安全顧問による点検、国に対する原子力施設に係る厳格な審査・検査等の要望 

③災害時の避難円滑化に向けた原子力防災支援基地や道路監視カメラシステム等の運用

と資機材の配備 

④複合災害を想定した関係機関と連携した原子力防災訓練、避難行動要支援者が参加し

た避難訓練等による避難計画の更なる実効性の向上 
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５地域における自主防災組織の充実や DX を活用した住民の主体的な防災意識・知識の向上等を

通じて、自助・共助の推進による防災体制の強化に取り組みます。 

①市町村と連携した防災士の養成及び活躍の場の創出 

②消防団の加入促進、自主防災組織の充実強化・組織率向上 

③大雪による車両の立ち往生発生の教訓を踏まえた、大雪発生時又は発生に備えた支え

愛活動に資する取組の支援 

④消防学校における県民・自主防災組織に向けた一日入校・出前講座の開催、VR 等を活

用した効果的・効率的な災害教育訓練の実施 

⑤地震に対する備えを促すための起震車の更新 

 

 

（２）暮らしの安心 

  

取組の方向性と具体的施策 

 

１犯罪や交通事故のない地域社会の実現に向けて、防犯・事故防止に係る一人ひとりの意識の向

上や事業者・地域と連携した安全対策等に取り組み、安心安全なまちづくりを推進します。 

①年間を通じた鍵かけ運動などによる自主防犯意識向上に向けた取組の推進 

②事業者と連携した水際防止策などによる特殊詐欺対策の強化 

③複雑・巧妙化する犯罪手口の情報発信などによるサイバー犯罪対策の推進 

④性犯罪・性暴力被害から身を守るための防犯対策の啓発、性に関する学びの場等の強

化 

⑤地域における「ながら見守り」活動などによる子ども、女性、高齢者等の安全確保の

推進 

⑥住宅・施設における防犯設計の普及啓発などによる防犯環境整備の推進 

⑦交通事故を防止する自転車運転マナー、ヘルメット着用等の取組の推進、横断歩道ス

トップ運動の推進 

⑧高齢者を対象とした交通安全講習やサポカー普及啓発等の推進 

 

２安心安全な消費生活の確保に向けて、啓発・広報活動や消費者教育を推進し、消費者被害の防

止に取り組みます。 

①消費生活相談員有資格者の育成による相談体制の充実、警察・市町村との連携や消費

者安全確保地域協議会の設置による特殊詐欺・悪質商法への注意喚起・被害防止、防

犯機能付電話等の防犯対策の推進 

②対面やオンライン・オンデマンド等、消費者の特性に応じた多様な教育機会の充実、

商工団体等と連携した社会人向け消費者教育の強化 

 

３地域と連携した動物愛護・管理の取組を推進し、人と動物が共生できる社会の構築を目指しま

す。 
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①人と動物が共生する社会に向けたＴＮＲ・地域猫活動の推進 

②ボランティアとの協働による犬猫譲渡の推進、適正飼養の啓発 

 

 

 

 
取組に関連するＳＤＧｓのゴール 
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重要業績評価指標（KPI） 

 

項目 策定時 目標 

年間移住者数 2,103 人（R4） 3,000 人 

産業未来共創事業(大型投資)等の認定数累計 24 件（R4） 100 件（R6～R9） 

事業承継マッチング数（事業承継・引継ぎ支援

センターによる第三者承継の成約数） 

21 件（R4） 25 件 

プロフェッショナル人材戦略拠点による副

業･兼業を含めた人材マッチング件数 

270 人（R4） 1,100 人（R6～R9） 

県立ハローワークにおける就職決定者数 2,479 人（R4） 2,600 人 

障がい者雇用率 2.39%（R4） 2.7％ 

支え愛マップづくり取組自治会数 942 地区（R4） 1,100 地区 

県有避難所施設の Wi-Fi 整備率 69%（R4） 100％ 

防災士認証者数 1,631 人（R4） 2,400 人 
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取組施策【Ⅳ】デジタル技術を活用した行財政改革 

 

 少子高齢化が進む中、行政サービスにおいても、限られた体制で高度化・多様化するニーズに

対応していくことが必要となっています。デジタル技術の積極的な活用によって業務の最適化や

利便性向上等を推進し、行政運営のさらなる効率化を進めていきます。 

 我が国では少子高齢化や生産年齢人口の減少等を背景として、多くの業界・業種で人手不足が

深刻化しています。本県においても例外ではなく、今後さらなる人口減少が続くことが予想され、

人手不足が一層深刻化することが懸念されます。行政においても、今後、職員のなり手不足等に

よる職員数の減少が懸念される中で、高度化する行政ニーズ・多様化する行政サービスに向き合

っていく必要があります。 

こういった背景の中で、限られた職員で行政サービスを維持・強化していくためには、デジタ

ル技術を活用した取組を推進していくことが重要です。例えば、定型業務については、デジタル

技術を活用した業務改革を実施し、マンパワーが必要な業務に人的リソースを割り当てるような

業務体制に見直すことなどが必要です。 

本県では、従前より、ＡＩチャットボットやＲＰＡなどのデジタル技術を活用した業務の最適

化に取り組むと共に、県内市町村と情報システムの共同化による業務効率化やコスト削減に取り

組んできました。さらには、行政手続きのオンライン提供の原則化、電子契約の導入など県民サ

ービスの向上にも繋がる取組を実施してきました。 

そのような中、国は「急激な人口減少社会への対応として、利用者起点で我が国の行財政の在

り方を見直し、デジタルを最大限に活用して公共サービス等の維持・強化と地域経済の活性化を

図り、社会変革の実現」を目指すとして、2023(令和 5)年 10 月に「デジタル行財政改革会議」を

立ち上げました。デジタル行財政改革では、「地域を支える公共サービス等に関し、システムの統

一・共通化等で現場負担を減らすとともに、デジタルの力も活用してサービスの質も向上」、「デ

ジタル活用を阻害している規制・制度の徹底的な見直しを進め、社会変革を起動」、「ＥＢＰＭ（証

拠に基づく政策立案）の手法も活用し、ＫＰＩや政策効果の「見える化」を進め、予算事業の不

断な見直し」に取り組むことによって、デジタルの力を活用して、豊かな社会・経済、持続可能

な行財政基盤等を確立するとされています。 

本県もこうした国の動きと歩調を合わせながら、直面する人口減少社会の課題に対応するため

に、今後も進展が見込まれるデジタル技術について、有効と考えられるものの適正な活用を通し

て、さらなる行政運営の効率化、行政サービスの向上を推進します。 

 

 

目指す将来の姿 

・デジタルと親和性の高い業務を最適化し、業務の効率化を推進しています。 

・主要な行政手続きについて、オンライン提供を行っています。 

・新しいワークスタイルが定着し、職員が場所や時間にとらわれずに、かつ業務の質を確

保した状態で勤務ができています。 

・情報システムの共同化を通じて、業務の統一化・標準化及びコスト削減が実現できてい

ます。 

・基幹系システムの標準化対応が完了しています。 

・マイナンバーカードの利活用が進み、県庁内におけるデジタル化の基盤となっています。 
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・書面、対面といったアナログ的な手法を前提としている制度の見直しが進められ、デジ

タル技術の活用が浸透しています。 

・業務効率化につながる各種デジタルツールを使いこなすことができる「デジタル活用人

材」やデジタル技術を活用した県庁業務改革を牽引できる「デジタル牽引人材」が育成

できています。 

 

 

 

（１）デジタル県庁改革の推進 

  

取組の方向性と具体的施策 

 

１県民や企業等が、場所や時間にとらわれず行政手続きが行えるよう、行政手続きのオンライン

提供のさらなる拡大を図ります。 

①行政手続に係るオンライン提供原則化の推進、電子契約の拡大推進 

②手数料等の電子収納の原則化、対応手続数の拡大推進 

③オンライン行政手続の利便性の向上に向けた、現行の認証手法（個人：マイナンバー、

法人：法務省登記）以外の新たな認証手法の機能追加に係る検討 

④オンライン行政手続支援窓口における県民・企業等へのサポートの実施、民間企業と

連携したデジタルリテラシー向上支援 

 

２AI、RPA、スマートグラス、各種クラウドサービス等のデジタル技術と、BPR（業務フローや

各種様式等の見直し）による業務の変革を拡大します。 

①ＡＩ音声認識の議事録作成支援サービスの活用拡大、個人情報等を含む秘匿性の高い

会議でも活用可能な安全性の高いシステム等の導入検討 

②ＡＩチャットボットの活用に向けた正しい知識の普及、適用業務の拡大 

③情報転記や情報収集等の定型作業の効率化に向けた、ＲＰＡロボットの適用とＢＰＲ

の推進を組み合わせた取組の拡大 

④外部クラウドサービスや生成ＡＩ、メタバース、ＸＲ（クロスリアリティ）等の先端

技術に係る適正活用の推進 

⑤システム整備や人材育成等を通じたサイバーセキュリティ対策の強化 

⑥窓口業務にタブレット等のデジタルツールを取り入れ、各種申請書の作成支援を行う

「書かない窓口」の導入 

 

３場所や時間にとらわれない柔軟な働き方を推進するため、職員のテレワーク環境及び庁内無線

LAN 環境の活用による新しいワークスタイルの拡大を図ります。 

①次世代庁内ＬＡＮによるテレワーク環境や庁内無線ＬＡＮ環境を有効に活用した業務

実施の推進 

②メタバース等、最新デジタル技術の活用も視野に入れた次世代型の県庁ワークスタイ

ルの構築 
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（２）デジタル基盤の整備 

  

取組の方向性と具体的施策 

 

１デジタル社会の進展に対応した情報通信基盤の強化を図ると共に、オープンデータの活用や地

域データ解析等を通じて地域課題の可視化に取り組み、市町村と連携して効果的な課題解決の

検討に繋げます。 

①鳥取情報ハイウェイの適切な保守・運用及びさらなる高速化・広帯域化の実現 

②関係機関と連携した４Ｇ不感エリア解消の働きかけ及び５Ｇ携帯基地局整備のマッチ

ング等の推進 

③OpenRoaming 等の新認証基盤に対応した県営公衆 Wi-Fiアクセスポイントの整備 

④産学官連携による地域データ解析・利活用拠点の構築 

⑤鳥取県地域ＤＸ推進会議等を活用した情報共有、課題解決に向けた連携の推進 

 

２行政事務の効率化・コスト削減を図るため、自治体の枠を越えた広域での情報システムの標準

化・共同化の取組を拡大すると共に、国・市町村と連携してマイナンバーカードの普及・適正

活用を推進します。 

①ガバメントクラウドを活用した標準準拠システムへの基幹系システムの移行 

②他の都道府県や県内市町村と連携した情報システムの共同化の拡大 

③市町村と連携したマイナンバーカードの普及啓発、行政サービス向上に向けた適正な

利活用の推進、問合せ対応や情報共有等の市町村支援 

 

３デジタル化の障壁となる規制（アナログ規制）の見直しを進め、地域の実情に即したデジタル

技術の活用に取り組みます。 

①アナログ的な手法のみを前提としている制度・規制の見直し 

②制度等の趣旨・目的を損なわず、デジタル社会に即した、効果的なデジタル技術活用

の推進 

 

４デジタル技術を適切かつ積極的に活用できる人材の育成・拡大に取り組みます。 

①デジタルスキル等の向上に向けた各種研修の実施 

②情報セキュリティ研修等の実施 

 

 

 

 
取組に関連するＳＤＧｓのゴール 
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重要業績評価指標（KPI） 

 

項目 策定時 目標 

主要な行政手続のオンライン提供の割合     ― 100% 

ＲＰＡロボット等による業務の自動化によ

り新たに創出される時間 
10,000 時間（R4） 14,000 時間 

デジタル活用人材の育成に向けた研修受講

者数（累計延人数） 
180 名（R4） 1,500 名 
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（参考）重要業績評価指標（KPI）の分野別一覧 
 

分野 項目 目標値 現状 

観光･交流 ・年間観光入込客数 １，１００万人 R4:７９５万人 

・訪日外国人宿泊者数   30万人 R4:12,400人 

・高規格幹線道路の整備率 88.0% R4:80.2％ 

文化･ 

スポーツ 

・県立美術館の年間利用者数 20万人 － 

・成人のスポーツ実施率（週１回以上） 65% R5:51% 

農林水産業 ・農業産出額 900億円 R４：７45億円 

・「星空舞」作付面積 3,000ｈａ R4：1,309ha 

・「新甘泉」作付面積 １５０ｈａ R4：140ha 

・和子牛生産頭数 4,200頭 Ｒ４：4,008頭 

・素材（木材）生産量 40万㎥ R３:２８．８万㎥ 

・養殖による水揚げ量 ３，０００t R4：1,739t 

・「食パラダイス鳥取県アンバサダー」登録件数 １，０００件 R5：450件（10月） 

環境 ・需要電力における再生可能エネルギーの割合 50％ R４：４１.３％ 

・自然共生サイトの認定件数 １２件 R5：２件 

・皆伐再造林面積 １５０ha Ｒ4：68ha 

子育て ・年度中途の保育所等の待機児童数 ゼロ R4：７人 

・えんトリー等を活用した年間カップル成立数 ５００組 R4：４１３組 

・イクボス・ファミボス宣言企業数 1,000社 R4：787社 

教育 ・全国学力・学習状況調査結果の各教科の「思考・判断・表現」の全
国平均に対する県平均 

全学年全教科で
全国平均を上回る 

（※別記） 

・英検準２級程度以上の英語力を有する高校３年生の割合 60％ R4:50.8％ 

・「将来は今住んでいる地域や鳥取県で働きたい」高校生の割合 ６０％ R4:54.2％ 

・地域づくり県民運動実践団体登録数 ６３５団体 Ｒ４：５３５団体 

移住･定住 ・年間移住者数 3,000人 R4:2,103人 

・ふるさと鳥取アプリのイベント参加者数 1万人（R6～R9） ― 

・プロフェッショナル人材戦略拠点による副業･兼業を含めた人材マッチング件数 1,100人（R6～R9） Ｒ４：270人 

中山間地振興 ・新たなコミュニティ・ドライブ・シェアの取組エリア数累計 20エリア ― 

・安心して住み続けられるための拠点づくりに取り組む地区数 55地区 R4：４６地区 

健康づくり ・訪問看護師数 ５００人 Ｒ４：４３５人 

・７５歳未満がん年齢調整死亡率（人口１０万対）  ６４．０ R4：73.7 

・新興感染症対応に係る協定締結医療機関等数  ５００機関 ― 

共生社会 ・あいサポーター数 750,000人 R4:624,848人 

・電話リレーサービス県内登録数 １５０件 R4：63件 

・管理的地位に占める女性割合（従業員１０人以上） ３０％ R5:２８．９％ 

・犯罪被害に係る通報協力医療機関数 18医療機関 － 

産業･雇用 ・産業未来共創事業（大型投資）等の認定数累計 100件（R6～R9） R4:２４件 

・事業承継マッチング数 ２５件 R4：２１件 

・県立ハローワークにおける就職決定者数 ２，６００人 R4：２,４７９人 

・障がい者雇用率 2.7％ R4:2.39％ 

安全･安心 ・支え愛マップづくり取組自治会数 1,1００地区 R4:９４２地区 

・県有避難所施設のWi-Fi整備率 １００％ R4：６９％ 

・防災士認証者数 2,400人 R4:1,631人 

デジタル活用 ・主要な行政手続のオンライン提供の割合 １００％ － 

・ＲＰＡロボット等による業務の自動化により新たに創出される時間 14,000時間 Ｒ４：１０,０００時間 

・デジタル活用人材の育成に向けた研修受講者数（累計延人数） 1,500名 R4:１８０名 

（※別記） 
R5：小学校国語 67〔全国：67.2〕、小学校算数 61〔全国：62.5〕、中学校国語 69〔全国：69.8〕、中学校数学 50〔全国：51.0〕、中学
校英語 42〔全国：45.6〕 ※英語、理科は３年ごとに実施 


